
真岡市 

地域福祉計画・地域福祉活動計画（第３期） 

【令和４（2022）年度～令和８（2026）年度】 

素案 

 

基本理念 思いやりと安心に満ちた 

支え合いのまち もおか 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和３年１２月時点】 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

目 次 

第１部  総論 

第１章 計画の策定にあたって ............................................................... 2 

１ 地域福祉計画・地域福祉活動計画が目指すもの ................................................. 2 

２ 計画策定の背景と趣旨 ................................................................................ 6 

３ 計画の位置付け ......................................................................................... 9 

４ 計画の期間 ............................................................................................ 10 

５ 圏域の考え方 ......................................................................................... 11 

第２章 真岡市の地域福祉を取り巻く現状と課題 ....................................... 12 

１ 統計データからみる真岡市の現状 ................................................................ 12 

２ 市民アンケート調査からみる地域福祉の現状 .................................................. 18 

３ 関係団体等の現状 .................................................................................... 29 

４ 第２期計画の取組評価 .............................................................................. 33 

５ 計画策定に向けた現状と課題のまとめ .......................................................... 47 

第３章 目指すべき地域福祉の姿 ........................................................... 50 

１ 基本理念 ............................................................................................... 50 

２ 基本目標 ............................................................................................... 51 

３ 計画の体系 ............................................................................................ 52 

第２部  地域福祉計画 

基本目標１ 共に助け合い、支え合うまち ............................................... 54 

基本目標２ 充実した福祉サービスのあるまち ......................................... 59 

基本目標３ 安全で安心して暮らし続けられるまち .................................... 68 

  



 

 

第３部  地域福祉活動計画 

基本目標１ 共に助け合い、支え合うまち ............................................... 78 

基本目標２ 充実した福祉サービスのあるまち ......................................... 83 

基本目標３ 安全で安心して暮らし続けられるまち .................................... 89 

第４部  計画の推進 

第１章 計画の推進及び連携体制 ........................................................... 96 

第２章 計画の周知 ............................................................................ 97 

第３章 計画の点検・評価機関の組織化と進行管理 .................................... 97 

 

 

 

 



 

1 

 

第１部  総論 
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第１章 計画の策定にあたって 

１ 地域福祉計画・地域福祉活動計画が目指すもの 

本市のまちづくりの指針となる「真岡市総合計画2020-2024（以下、「総合計画」）で

は、将来都市像を「JUMP UP もおか～だれもが“わくわく”するまち～」とし、若い世

代を含めたすべての人が「真岡に住みたい、働きたい、子育てしたい」と希望を持ち、楽し

さが実感できる都市の実現を目指しています。また、保健・医療・福祉分野のまちづくりの

政策として、“「笑顔づくり」～安心と元気アップ！～”を掲げ、各分野の連携の充実強化

や市民が共に支え合う地域づくり、だれもが将来に希望を持って暮らすことができる思いや

りと安心に満ちたまちづくりを推進しています。 

本計画では、本市の最上位計画である「総合計画」の考え方を基盤としながら、“地域共

生社会の実現”と“地域福祉の推進”を目指すものとします。 

 

【総合計画の施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域共生社会の実現と地域福祉の推進 

地域福祉計画は、これまでの地域福祉や地域福祉計画にかかわる取組等をもとにしながら、

地域共生社会を実現するための計画として策定する必要があり、地域共生社会の実現

に向けて、より具体的かつ包括的に地域福祉を推進していくことが重要とされています。 

また、「地域福祉の推進」という共通の目的を持つ地域福祉活動計画においても一体的に

策定することから、同様の視点をもって策定します。  

JUMP UP もおか～だれもが“わくわく”するまち～ 

将来都市像 

１ 
「人づくり」 

～豊かなこころアップ！～ 

２ 
「笑顔づくり」 

～安心と元気アップ！～ 

３ 
「にぎわいづくり」 

～まちの活力アップ！～ 

４ 
「都市づくり」 

～暮らしやすさアップ！～ 

５ 
「環境づくり」 

～安全なまちアップ！～ 

６ 
「魅力づくり」 

～市民の力アップ！～ 

７ 
「行政経営づくり」 

～効率・効果アップ！～ 

まちづくりの７つの政策 
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①地域共生社会の実現 

地域共生社会とは 

すべての人々が、「支える側」「支えられる側」という一方向の関係ではなく、誰もが支

え・支えられるものであるという考え方のもと、それぞれ役割を持ち、地域の資源や人の多

様性を活かしながら、一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会をいいま

す。 

つまり、これまでの高齢者福祉、障がい福祉、児童福祉、生活困窮者支援などの制度・分

野ごとの「縦割り」による支援ではなく、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、

人と資源がつながり支え合う社会を作っていくことが、地域共生社会において重要となりま

す。 

【地域共生社会のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢化や単身世帯の増加、社会的孤立などの影響により、人々が暮らしていくうえでの課

題は、様々な分野の課題が絡み合うことで、福祉ニーズも多様化・複雑化しています。また、

地域・家庭・職場といった生活のさまざまな場において、支え合いの基盤が弱まってきてお

り、生活に困難を抱えながらも誰にも相談できない、あるいは、適切な支援に結びつかない

ことなどにより、課題が深刻化しているケースが増えています。 

このような暮らしの変化や社会構造の変化を踏まえ、市民が様々な地域生活課題を抱えな

がらも、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、「地域共生社会」の実現が重要

となります。 

  

※資料：厚生労働省資料より 

差し替え予定 
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②地域福祉の推進 

地域福祉とは 

誰もが住み慣れた地域で安心して自立した生活が送れるよう、市民、自治会、福祉関係団

体、社会福祉協議会、行政等が、支え合いの取組について協力し、お互いの不足を補い合い

ながら、地域全体で福祉を推進していくことが『地域福祉』となります。 

 

 

人と人、人と資源がつながり支え合う地域共生社会の実現を目指すうえでは、地域全体で

助け合い、支え合う様々な活動を地域で展開し、地域福祉の推進を図ることが不可欠となり

ます。 

地域福祉を推進するためには、市民、自治会、福祉関係団体、社会福祉協議会、行政等が、

それぞれの役割を果たし、お互いに力を合わせる関係をつくることが必要となります。 

そのため、 

 

 

 

 

 

の４つを組み合わせた視点が重要となります。 

 

 

※社会福祉協議会とは・・・ 

社会福祉協議会は、昭和26年に制定された社会福祉事業法に基づき、全国、都道府

県、市町村を単位に設置されてきた、民間の福祉団体です。平成12年６月に社会福祉

事業法が社会福祉法に改正され、市町村社会福祉協議会においては、地域住民とともに

住み良い「福祉のまちづくり」を進めていくことを目的として、同法第 109 条に「地

域福祉の推進を図ることを目的とする団体」とされています。 

  

①自分や家族でできることは自分で行うという「自助」 

②隣近所や自治会等、近隣地域の中で協力し合うという「互助」 

③支え合いの取組を関連機関等が連携して行うという「共助」 

④行政が公的サービス等を行うという「公助」 
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【自助、互助、共助、公助のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自助、互助、共助、公助のそれぞれの強みを生かしながら、互いに協力・連携して取り組

み、地域福祉の推進を図ることで、地域共生社会の実現を目指します。 

 

 

※なお、平成20年度厚生労働省老人保健健康増進等事業として開催された地域包括ケア研

究会による「地域包括ケアシステム研究会報告書」では、「互助」を自治会等の住民組織や

ボランティア団体等による活動、「共助」を社会保障等の制度化された相互扶助としていま

す。 

  

自助 

市民 

（自分・家族） 

自分でできることを 

自分や家族で行う 

支え合いの取組を 

近隣地域で協力して行う 

支え合いの取組を関連機

関等が連携して行う 

公的サービス等を 

行政が行う 

互助 

共助 公助 

近隣地域 

（隣近所、自治会等） 

関連機関等 

（社会福祉協議会、 

ＮＰＯ、ボランティア

団体等の各種団体） 

行政 

（市、警察、消防、 

県等の行政機関） 
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２ 計画策定の背景と趣旨 

（１）計画策定の背景 

①社会情勢 

少子高齢化や核家族化の急速な進行、ライフスタイルや価値観の多様化など、社会構造の

変化により、地域の人と人のつながりの希薄化が進むとともに、家庭や地域における扶助機

能が低下するなど、地域や家族を取り巻く環境が大きく変化しています。 

高齢者世帯の増加や地域福祉の担い手の減少、経済的困窮、社会的孤立といった新たな社

会問題が生じている一方で、高齢者や障がい者、子育て家庭をはじめとする地域のニーズが

複雑化・複合化しており、公的な福祉サービスだけでは対応が極めて難しい状況となってい

ることから、地域における住民相互の助け合いや支え合いがますます重要な課題となってい

ます。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大という事態は、人との接触を極力控えること

になり、感染予防と経済活動の両立といったこれまでにない困難な状況に陥りました。地域

福祉活動においても、今までのように集いふれあう支援の実施は縮小せざるを得ず、経済的

困窮や差別、社会的孤立などの従来の問題を加速度的に進行させています。今後は、人との

関わり方や地域福祉活動の方法について、感染対策に十分配慮した行動が求められます。 

このように、生活課題や社会的問題の増加が予測される中、加えて多発する自然災害の発

生等も踏まえ、関係機関・団体の協力・連携のもと、災害発生時を見据えた日常的な地域の

つながりの強化や支え合いの仕組みづくりにおいても考えていく必要があります。 

②国・県の動向 

国では、こうした社会情勢の変化に対応するため、平成30年４月１日に施行された「地域

包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成29年法律第52

号）」において、社会福祉法を一部改正し、厚生労働省告示「社会福祉法に基づく市町村に

おける包括的な支援体制の整備に関する指針」の中で、市町村地域福祉計画策定についての

ガイドラインが示されました。ガイドラインでは、今後の市町村地域福祉計画を、健康・福

祉部門の「上位計画」として位置づけるとともに、健康・福祉部門の各種個別計画との調和

を図り、かつ、福祉・保健・医療部門と、労働、教育、住まい及び地域再生に関する部門と

の連携を確保して策定する必要があるとしています。 
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また、令和３年４月１日に施行された「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部

を改正する法律（令和２年法律第52号）」における社会福祉法の改正では、地域住民の複雑

化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築を支援するための新

たな事業として、「重層的支援体制整備事業」が新たに創設され、その財政支援等について

も規定されました。 

栃木県においては、社会福祉法第108条に規定する「都道府県地域福祉支援計画」として、

令和３年度に「栃木県地域福祉支援計画（第４期）（令和３年度～令和８年度）」を策定し、

「地域共生社会」の実現を目指して、“安心して暮らせる地域づくり”“地域を担うひとづ

くり”“地域福祉の基盤づくり”の３つの施策を掲げ、地域福祉の推進に取り組んでいます。 

（２）計画策定の趣旨 

本市では、平成29年３月に「真岡市地域福祉計画・地域福祉活動計画（第２期）」を策定

し、「思いやりと安心に満ちた みんな元気なまちづくり」を基本理念として、市民一人一

人が住み慣れた地域で、安心して暮らしていくことができるよう、地域福祉の推進を図って

きましたが、計画期間が令和４年３月に満了を迎えるにあたり、引き続き、地域福祉の推進

を進めるとともに、人と人、人と社会がつながり支え合う地域共生社会の実現を目指すため、

社会福祉法等の改正趣旨や新たな課題を鑑み、「真岡市地域福祉計画・地域福祉活動計画（第

３期）」を策定することとしました。 

 

改正社会福祉法を踏まえ計画に盛り込むべき事項 

国では、「市町村は、地域福祉の推進に関する事項として以下の５つの事項を一体的に定

める計画として“市町村地域福祉計画”を策定するよう努める」とされています。 

なお、計画に盛り込むべき事項について、既に策定している他の計画に記載されている場

合は、その既定の計画の全部又は一部をもって地域福祉計画の一部とみなすことができると

されています。 

 

区分 盛り込むべき事項 

新規項目 
➀地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共

通して取り組むべき事項 

従来通り ②地域における福祉サービスの適切な利用の促進に関する事項 

従来通り ③地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

従来通り ④地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

新規項目 ⑤包括的な支援体制の整備に関する事項 
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【新規項目について】 

 

 

 

平成30年４月の改正社会福祉法により地域福祉計画が、福祉の各分野における上位計画

として改めて位置づけられたことを踏まえ、「地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、

児童の福祉、その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項」を盛り込むこととし、福祉

の分野別計画や関連計画の包括化を図ります。 

 

 

 

平成30年４月の改正社会福祉法では、「地域福祉推進の理念」として、支援を必要とする

住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者による把握

及び関係機関との連携等による解決が図られることを目指すことが規定されました。この理

念の実現のために市町村が「包括的な支援体制の整備」に努める旨が規定されました。 

本市においても、複雑化・複合化するニーズに対応するため、包括的な支援体制の整備を

推進するとともに、令和3年4月の改正社会福祉法により新たに創設された「重層的支援体制

整備事業」の実施検討を進めます。 

 

※重層的支援体制整備事業とは・・・ 

地域住民の複合的な課題を包括的に受け止め、その課題解決を目指すアプローチと、見

守りや相談支援等を通し本人と支援者が継続的につながることを目指すアプローチ（伴走

支援）を組み合わせ、支援していきます。適切に支援していくため、市町村による包括的

な支援体制において、「属性を問わない相談支援」、社会とのつながりを作るための「参加

支援」、「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に行います。また、これら３つ

の支援をより一層効果的・円滑に実施するために、関係者の連携の円滑化を進める「多機

関協働による支援」や支援が届いていない人に支援を届ける「アウトリーチ等を通じた継

続的支援」も含め一体的に実施します。 

 

  

➀地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通し

て取り組むべき事項 

⑤包括的な支援体制の整備に関する事項 
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３ 計画の位置付け 

地域福祉計画は、地域における福祉施策を総合的に推進していくための計画であり、社会

福祉法第107条に基づく市町村地域福祉計画です。なお、平成30年４月の社会福祉法の改

正にて、福祉に関する各個別計画の上位計画として位置付けられました。 

地域福祉活動計画は、社会福祉協議会が主体となって、地域の社会福祉関係者及び保健・

医療・教育等の関係機関、福祉サービス事業者等、住民が相互に協力し、地域福祉の推進を

目的として策定する実践的な活動・行動計画です。 

本市では、この２つの計画が地域福祉の推進に資するという共通の目的を持つことから、

基本理念や基本目標を共有しながら互いに連携し計画を推進するため、一体的に策定します。 

なお、本計画は、本市の最上位計画でまちづくりの指針となる「総合計画」を基盤としな

がら、福祉に関連する高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉、健康増進等の各個別計画を横

断的につなぎ、整合性や連携を図りながら、地域福祉の充実を図ります。 

 

【本計画の位置付け】 
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画
社
会
づ
く
り
計
画 

地
域
防
災
計
画 

真岡市総合計画 

地域福祉計画（保健福祉に関連する分野を横断的につなぐ計画） 

障
が
い
者
計
画 

障
が
い
福
祉
計
画
・
障
が
い
児
福
祉
計
画 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
プ
ラ
ン 

健
康

プ
ラ
ン 

等 

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画 

自
殺
対
策
計
画 

【真岡市社会福祉協議会】 

地域福祉活動計画 

連携 支援 

【栃木県】 

栃木県地域福祉支援計画 
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４ 計画の期間 

本計画は、令和４年度から令和８年度までの５か年を計画期間とします。 

国や栃木県、本市の総合計画や関連計画の動向、社会情勢の変化に応じて必要な見直しを

行います。 

 

【各計画の期間】 

 

主な計画名 
令和 

４年度 

 

５年度 

 

６年度 

 

７年度 

 

８年度 

総合計画 

【計画の構成】 

基本構想・基本計画・実施計画 

     

地域福祉計画・ 
地域福祉活動計画 

     

高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 
     

障がい者計画      

障がい福祉計画・ 

障がい児福祉計画 
     

子ども・子育て支援プラン 

（次世代育成支援対策行動計画）

（子ども・子育て支援事業計画） 

（子どもの貧困対策推進計画） 

     

健康２１プラン      

食育推進計画      

男女共同参画社会づくり 

計画 
     

自殺対策計画      

地域防災計画 

（令和４年３月改訂） 
     

  

実施計画 

第３期計画（R４～R８） 

第８期（R３～R５） 

第３期（R３～R８） 

基本構想（R2～R11） 

第６期、第２期（R３～R５） 

第４期、第２期、第 1 期（R2～R6） 

前期基本計画（R2～R6） 

第２期（H29～R５） 

 

後期基本計画（R７～R11） 

第４次（R４～R８） 

ローリング方式：２か年度を期間とし、毎年度見直し 
 
 

 
 

 
 

 

第１期（R１～R５） 

第３期（H29～R５） 
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５ 圏域の考え方 

本計画においては、第２期計画の考え方を継続させ、大・中・小の３層に分けた福祉圏域

を設定します。これは市全体の大きな圏域から、隣近所といった小さな圏域まで、それぞれ

の圏域に応じた推進体制を整備することで、市民がより身近で住み慣れた地域での活動を行

い、効果的な地域福祉活動を展開することができるという考え方です。 

 

【圏域の考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大圏域（市全体のエリア） 

主体：行政、社会福祉協議会、サービス提供事業者 等 

中圏域（市内を５つに分けたエリア） 

主体：地区区長会、地区社会福祉協議会、地区民生委員児童委員協議会 等 

なお、真岡市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（第８期）においても、

日常生活圏域として５つの圏域としています。 

小圏域（自治会等） 

主体：住民、隣近所 等（最も身近な単位） 
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第２章 真岡市の地域福祉を取り巻く現状と課題 

１ 統計データからみる真岡市の現状 

（１）人口等の状況について 

①総人口と年齢３区分別人口の推移 

国勢調査による本市の総人口は、減少傾向がみられ、令和２年には78,190人となってい

ます。年齢３区分別人口をみると、高齢者人口（65歳以上）の増加とともに、年少人口（０

～14歳）と生産年齢人口（15～64歳）の減少がみられ、本市においても少子高齢化が進行

していることがわかります。 

 

【総人口と年齢３区分別人口】 

 

 

【年齢３区分別人口構成比】 

   
資料：国勢調査 



 

13 

②地区別人口と高齢化率 

令和３年の地区別高齢化率をみると、大内地区（34.9%）、山前地区（34.5%）、二宮地

区（32.5%）と３地区の数値が高くなっています。 

 

【地区別人口及び高齢化率】 

地区名 真岡地区 山前地区 大内地区 中村地区 二宮地区 

人口（人） 37,772 7,782 6,336 13,108 14,699 

高齢者人口（人） 8,876 2,685 2,210 3,398 4,779 

高齢化率（％） 23.5 34.5 34.9 25.9 32.5 

 

【地区別高齢化率】 

 
資料：住民基本台帳（令和３年 10 月１日時点） 

③今後の人口及び高齢化率の推計 

本市の人口ビジョンによると、今後も人口は減少し、高齢化率が高まることが予測されて

おり、令和22（2040）年においては、人口が73,001人に減少し、高齢化率は33.3％と、

３人に１人が高齢者という人口構成になることが予測されています。 

 

【人口及び高齢化率の実績値と推計値】 

 

資料：国勢調査及び真岡市人口ビジョン  

推計値 実績値 
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（２）世帯の状況について 

国勢調査による本市の世帯数は、増加傾向がみられ、令和２年で29,425世帯と、平成17

年の26,906世帯に対し、2,519世帯の増加となっています。 

１世帯あたりの人員は、年々減少し、令和２年で2.66人となっています。 

 

【世帯数と１世帯あたり人員】 

 

資料：国勢調査 

（３）高齢者の状況について 

①前期高齢者と後期高齢者の推移 

国勢調査による本市の高齢者人口をみると、前期高齢者（65～74歳）と後期高齢者（75

歳以上）は共に増加しており、総人口に占める割合も増加傾向にあります。令和２年では、

前期高齢者（65～74歳）が11,765人（総人口に占める割合が15.0％）、後期高齢者（75

歳以上）が9,561人（同12.2％）となっています。 

 

【前期高齢者と後期高齢者の推移】 

   

資料：国勢調査 
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②高齢者のみの世帯数の推移 

高齢者のみの世帯数をみると、高齢者一人暮らし世帯と高齢者のみ二人以上世帯は共に増

加しており、令和２年では、高齢者一人暮らし世帯が2,389世帯、高齢者のみ二人以上世帯

が2,735世帯で、高齢者のみの総世帯数は5,124世帯となっています。 

特に、高齢者一人暮らし世帯における平成29年から平成30年にかけての増加が顕著で、

512世帯の増加となっており、総世帯数に占める割合も1.6ポイント増加しています。 

 

【高齢者のみの世帯数及び総世帯数に占める割合の推移】 

 

資料：高齢者実態調査 

※世帯の割合は推計人口による総世帯数に占める割合 

③要介護（要支援）認定者数・認定率の推移 

要介護（要支援）認定者数をみると、平成29年から平成31年にかけては微増傾向となっ

ていますが、その後、令和２年にかけては減少しており、令和２年では3,085人となってい

ます。 

要介護（要支援）認定率は、おおむね横ばいとなっていますが、平成31年から令和２年に

かけては減少しており、令和２年では14.5％となっています。 

 

【要介護（要支援）認定者数・認定率の推移】 

  

資料：介護保険事業状況報告（各年３月 31 日現在） 
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（４）障がい者福祉関係の状況 

障害者手帳種類別の所持者数をみると、令和２年では、身体障害者手帳所持者が2,594人、

療育手帳所持者が840人、精神障害者保健福祉手帳所持者が475人となっており、平成29

年から令和２年にかけて、療育手帳所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者は、共に増加し

ています。 

 

【障害者手帳種類別所持者数の推移】 

 

資料：とちぎリハビリテーションセンター（各年４月１日現在） 

（５）生活保護の状況について 

生活保護の状況をみると、令和２年では、生活保護受給者数が599人、生活保護世帯数は

499世帯となっており、平成29年から令和２年にかけては、いずれも減少しています。 

 

【生活保護受給者数・世帯数及び総世帯数に占める生活保護世帯数の割合の推移】 

 

資料：生活保護月報（各年４月１日現在） 

※世帯の割合は推計人口による総世帯数に占める割合 
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（６）相談支援の状況について 

相談支援の状況について、各年度の相談支援の合計件数に占める各種相談件数の割合をみ

ると、健康相談の減少傾向が顕著なのに対し、障がい者相談は平成29年度から令和元年度ま

での増加幅が大きく、令和２年度でも45.7％となっています。 

また、相談支援の合計件数をみると、平成29年度から令和元年度にかけて、増加傾向とな

っており、２年間で1,405件の増加となっています。令和２年度については、新型コロナウ

イルス感染拡大の影響もあり、相談件数が減少していますが、その中で令和元年度から令和

２年度にかけて相談件数の割合が増加している主な項目として、一人暮らし・高齢者夫婦に

関する相談と児童虐待相談が挙げられます。 

 

【各種相談状況（各年度の相談支援の合計件数に占める各種相談件数の割合）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：各事業の担当課 
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２ 市民アンケート調査からみる地域福祉の現状 

（１）調査の概要 

本計画の策定にあたり、地域福祉に関する市民の意識や意向等を把握する「市民アンケー

ト調査」を実施しました。 

調査地域 真岡市全域 

調査対象者 18 歳以上の市内在住の人（無作為抽出） 

調査期間 令和２年 11月５日～12月４日 

調査方法 郵送による発送、回収 

回収結果 配布数：3,000 件 有効回収数：1,454 件 回収率：48.5％ 

調査結果の一部について、前回調査との比較を行っていますが、前回調査とは第２期計画

策定時の平成28年度に行った市民アンケート調査のことです。 

【参考】前回調査：配布数：3,000件 有効回収数：1,302件 回収率：43.4％ 

※調査対象者の抽出方法や調査方法等は、今回調査と同条件で実施している 

（２）調査結果のポイント 

①地域のつながりについて 

■近所付き合いの希薄化 

近所の人との付き合いについては、「あいさつをする程度の付き合い」が５割以上と最も

高くなっています。前回調査と比較すると、「非常に親しく付き合っている」、「親しく付

き合っている」がそれぞれ低くなっているのに対し、「あいさつをする程度の付き合い」が

6.0ポイント高くなっており、近所付き合いの希薄化が進んでいることがうかがえます。 

 

  

3.9 

32.4 

55.1 

7.9 

0.7 

5.7 

36.9 

49.1 

6.1 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

非常に親しく付き合っている

親しく付き合っている

あいさつをする程度の付き合い

ほとんど、あるいはまったく付き合いはない

無回答

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)
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近所の人との付き合いについて年齢別でみると、若い人ほど「あいさつをする程度の付き

合い」、「ほとんど、あるいはまったく付き合いはない」の割合が高い傾向があります。 

【「あいさつをする程度の付き合い」、「ほとんど、あるいはまったく付き合いはない」の合計値（年齢別）】 

 
18・19 歳 

n=21 

20 歳台 

n=102 

30 歳台 

n=169 

40 歳台 

n=233 

50 歳台 

n=216 

60～64 歳 

n=135 

65～69 歳 

n=187 

70 歳以上 

n=388 

回答率（％） 95.2 85.3 85.2 74.2 67.1 63.0 50.3 43.0 

 

 

■区・町会等の活動への参加頻度の低下 

区・町会等の活動への参加頻度については、「ある程度参加している」が３割以上で最も

高くなっている一方、「ほとんど、あるいはまったく参加していない」も３割を超える結果

となっています。前回調査と比較すると、「ある程度参加している」が5.8ポイント低くなっ

ているのに対し、「ほとんど、あるいはまったく参加していない」が8.3ポイント高くなって

おり、参加頻度が下がっていることがうかがえます。 

 

 

区・町会等の活動への参加状況を近所付き合いの状況別にみると、『近所付き合いがある

人（「非常に親しく付き合っている」＋「親しく付き合っている」）』ほど区・町会等の活

動へ参加しており、『近所付き合いが少ない人（「あいさつをする程度の付き合い」＋「ほ

とんど、あるいはまったく付き合いはない」）』ほど区・町会等へ参加していない状況がう

かがえます。 

【区・町会等の活動への参加頻度（近所付き合いの状況別）】 

  

10.9 

34.0 

20.8 

32.7 

1.7 

13.3 

39.8 

20.0 

24.4 

2.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

よく参加している

ある程度参加している

あまり参加していない

ほとんど、あるいはまったく参加していない

無回答

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)

よく参加してい
る

ある程度参加
している

あまり参加して
いない

ほとんど、ある
いはまったく参
加していない

無回答

(n=1,454) 10.9 34.0 20.8 32.7 1.7

非常に親しく付き合っている (n=57) 42.1 36.8 10.5 8.8 1.8

親しく付き合っている (n=471) 19.3 50.5 17.4 11.5 1.3

あいさつをする程度の付き合い (n=801) 5.2 28.3 25.6 39.6 1.2

ほとんど、あるいはまったく付き合いはない (n=115) 0.9 5.2 7.0 86.1 0.9

（単位：％）

全体

近所付き合い
の状況別
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■区・町会等の活動への参加意欲の低下 

区・町会等の活動に参加していない理由をみると、「仕事や家事・介護・育児など、他に

やることがあって忙しいから」が３割以上で最も高くなっていますが、前回調査と比較する

と、6.5ポイント低くなっています。前回調査から割合が高くなっている主な項目をみると、

「行事や活動の内容に興味や関心がなく、参加したいと思わないから」が3.1ポイント、「付

き合いがわずらわしいから」が3.5ポイント高くなっており、興味・関心の低下や付き合い

の希薄化が進んでいることがうかがえます。 

 

 

  

12.2 

8.4 

1.9 

9.4 

10.3 

33.8 

17.8 

22.9 

16.3 

11.1 

8.5 

2.3 

12.6 

9.3 

2.2 

12.1 

8.0 

40.3 

14.7 

22.7 

12.8 

8.8 

7.1 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

参加したいが、何を、いつ、どこでやっているのか

わからないから

参加したいが、病気や障がいなど身体的な

理由で、参加しづらいから

参加したいが、その場所に行く方法や交通手段が

ないから

参加したいが、一人で参加するのは心細いから

役員などになっていないから

仕事や家事・介護・育児など、他にやることが

あって忙しいから

行事や活動の内容に興味や関心がなく、

参加したいと思わないから

自分の趣味や余暇活動を優先したいから

付き合いがわずらわしいから

その他

わからない

無回答

今回調査(n=777) 前回調査(n=578)
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②地域における支援について 

■隣近所への支援の意識について 

隣近所の人への支援に関する考えについては、『支援をしたいと考えている人（「近所に

住む者として、できる範囲で支援したい」＋「支援をしたいが、何をすればいいのかわから

ない」＋「支援をしたいが、自分のことで精一杯でその余裕がない」）』の割合は68.7％と

なっており、前回調査と比較すると、5.6ポイント減少しています。 

 

  

28.5 

11.6 

28.6 

2.8 

11.6 

2.5 

11.3 

3.2 

30.6 

12.4 

31.3 

2.7 

9.7 

2.2 

8.1 

2.8 

0% 10% 20% 30% 40%

近所に住む者として、できる範囲で支援したい

支援をしたいが、何をすればいいのかわからない

支援をしたいが、自分のことで精一杯でその余裕が

ない

支援は市役所などがやる仕事なので、近所の者が

しなくてもよい

余計なお世話になってしまうので、支援はしない

その他

わからない

無回答

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)
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■地域において希望する援助について 

日常生活が不自由になった時、希望する援助については、「災害時の手助け」が45.4％で

最も高くなっています。また、「見守りや安否確認の声かけ」が約４割、「通院などの外出

の手伝い」、「買い物の手伝い」が２割以上と、災害のような非常時や緊急時の援助のみな

らず、日常生活における援助を希望する割合も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

45.4 

40.1 

25.9 

25.2 

16.9 

14.2 

12.7 

9.1 

4.7 

1.9 

16.6 

2.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

災害時の手助け

見守りや安否確認の声かけ

通院などの外出の手伝い

買い物の手伝い

家事、庭木の手入れ等の手伝い

話し相手

食事の配食

悩み事の相談相手

短時間の子どもの預かり

その他

特にない

無回答

今回調査(n=1,454)

第３期計画策定時における新規設問 

設問設定の意図 

日常生活が不自由になった時に、希望する援助をうかがうことで、ニーズの高い支援

を把握し、支援体制の整備や地域住民による助け合いの仕組みづくりを検討します。 
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③相談について 

■悩みや不安といった課題の多様化・複合化 

日々の生活における主な悩みや不安については、「自分や家族の健康のこと」、「自分や

家族の老後のこと」が５割以上、「経済的な問題」、「介護の問題」が２割以上となってい

るほか、「災害時の備えに関すること」が上位項目として挙げられており、様々な悩みや不

安を抱えていることがうかがえます。 

また、回答者のうち、主な悩みや不安について、２項目以上選択している人の割合は６割

以上となっており、複数の分野にまたがる悩みや不安を抱えている割合が高いことがうかが

えます。 

 

 

 

  

54.7 

51.7 

29.4 

25.6 

15.5 

10.9 

9.6 

8.6 

6.5 

5.6 

1.2 

1.9 

10.7 

2.3 

59.8 

54.5 

34.6 

25.0 

20.4 

11.6 

12.5 

8.8 

7.2 

10.2 

1.3 

1.6 

6.5 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自分や家族の健康のこと

自分や家族の老後のこと

経済的な問題

介護の問題

災害時の備えに関すること

住宅のこと

子育てに関すること

生きがいに関すること

地域の治安のこと

隣近所との関係

人権問題に関すること

その他

悩みや不安はない

無回答

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)
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■相談につながらないことによる問題の深刻化や孤立化 

悩みや不安に関する相談先については、「家族・親族」、「近所の人、友人・知人」の割

合が高くなっている一方で、「どこに相談してよいかわからない」が約１割となっており、

必要な相談に結び付いていない人が一定数いることがうかがえます。 

 

  

74.1 

29.6 

12.2 

10.7 

5.1 

4.0 

2.0 

1.5 

1.4 

1.4 

0.2 

0.0 

4.2 

10.2 

3.1 

73.3 

33.1 

11.5 

11.4 

4.6 

3.5 

2.6 

1.6 

1.2 

1.7 

0.4 

0.3 

3.8 

9.0 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80%

家族・親族

近所の人、友人・知人

職場の上司や同僚

医療機関（医師、看護師等）や薬局

地域包括支援センター又はその職員

（ケアマネジャー等）

市役所の窓口や職員

福祉サービスの事業所やその職員

社会福祉協議会の窓口や職員

民生委員・児童委員

自治会などの役員

ＮＰＯ、ボランティアやその他の民間団体

人権擁護委員

その他

どこに相談してよいかわからない

無回答

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)
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④民生委員・児童委員、社会福祉協議会について 

■民生委員・児童委員が行う活動の認知度が低い 

民生委員・児童委員が行う活動のうち知っている活動について、「いずれも知らない」の

割合は3割以上となっています。前回調査と比較すると、5.1ポイント高くなっており、周知

が進んでいない状況がうかがえます。 

 

 

■社会福祉協議会の認知度が低い 

社会福祉協議会の認知度について、「名前は聞いたことがあるが、活動の内容はよく知ら

ない」、「名前も活動の内容もよく知らない」がともに４割以上となっています。『よく知

らない（「名前は聞いたことがあるが、活動の内容はよく知らない」＋「名前も活動の内容

もよく知らない」）』の割合を前回調査と比較すると、7.2ポイント高くなっており、周知が

進んでいない状況がうかがえます。 

 

 

  

27.4 

21.3 

45.7 

17.8 

16.2 

36.2 

2.5 

31.4 

20.8 

47.8 

17.9 

15.3 

31.1 

4.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日常生活の悩みや心配ごとの相談

福祉に関する情報の提供

高齢者など支援が必要な人への訪問

子どもに関する相談

関係行政機関の依頼による各種調査

いずれも知らない

無回答

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)

10.6 

46.7 

40.5 

2.2 

13.5 

44.8 

35.2 

6.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

名前も活動の内容もよく知っている

名前は聞いたことがあるが、活動の内容は

よく知らない

名前も活動の内容もよく知らない

無回答

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)
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⑤災害について 

■地域の防災訓練への参加率が低い 

地域の防災訓練への参加状況については、参加していない人（「いいえ」）の割合が７割

以上となっており、前回調査とも同様の傾向となっています。 

 

 

一方で、日常生活が不自由になった時、希望する援助については、「災害時の手助け」が

４割以上、日々の生活における主な悩みや不安については、「災害時の備えに関すること」

が１割以上となっています。 

 

【災害に関する市民の意識】 

日常生活が不自由になった時、希望する援助（上位５項目） 

 
 

日々の生活における主な悩みや不安（上位５項目） 

 
 

災害時の支援を希望する人や災害時の備えに関する悩みや不安を抱えている人がいる中

で、地域における防災訓練の実施やその参加促進をしていく必要があります。  

11.5 

73.9 

11.9 

2.7 

11.2 

72.7 

12.2 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80%

はい

いいえ

わからない

無回答

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)

45.4 

40.1 

25.9 

25.2 

16.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

災害時の手助け

見守りや安否確認の声かけ

通院などの外出の手伝い

買い物の手伝い

家事、庭木の手入れ等の手伝い

今回調査(n=1,454)

54.7 

51.7 

29.4 

25.6 

15.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自分や家族の健康のこと

自分や家族の老後のこと

経済的な問題

介護の問題

災害時の備えに関すること

今回調査(n=1,454)
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⑥新型コロナウイルス感染症の影響について 

■コロナ禍における新たな課題の顕在化 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、日常生活において影響の大きいものについては、

「外出機会の減少」が７割以上、「交流機会の減少」が４割以上と高くなっています。感染

症拡大防止の観点から必要とされる自粛生活は、これまでの地域活動にも大きな影響を与え

ていることがうかがえます。今後は人と人との関わり方、地域活動のあり方などを含めて「新

しい生活様式」に留意しながら地域福祉を推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

75.1 

44.4 

23.0 

33.5 

23.0 

14.0 

6.9 

26.4 

19.1 

1.0 

5.2 

2.7 

0% 20% 40% 60% 80%

外出機会の減少

交流機会の減少

健康状態（身体・精神）の悪化

趣味や運動機会の減少

地域活動の停滞

働き方の変化による負担増加

学習機会の減少

収入の減少

支出の増加

その他

特にない

無回答

今回調査(n=1,454)

第３期計画策定時における新規設問 

設問設定の意図 

新型コロナウイルス感染症の拡大による影響の大きいものを把握し、今後地域福祉を

推進するうえで、必要な感染症対策を検討する基礎資料とします。 
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⑦今後取り組むべき施策や活動について 

【市の取組として優先して充実すべき施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答の構成比が３割以上の項目を抜粋して掲載 

 

【今後、充実してほしい社会福祉協議会の活動、支援】 

 

 

 

 

 

 

 

※回答の構成比が３割以上の項目を抜粋して掲載 

 

市や社会福祉協議会が今後取り組むべき施策や活動としては、“福祉サービス”や“健康

づくり”、“相談体制”、“情報提供”の充実を求める割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

市や社会福祉協議会が今後取り組むべき施策や活動 

福祉サービスの充実 健康づくりの充実 

情報提供の充実 相談体制の充実 

42.7 

40.6 

32.3 

30.7 

37.6 

36.6 

31.8 

26.5 

0% 20% 40% 60%

高齢者、障がい者の入所施設の整備

高齢や障がいがあっても、在宅生活が続けられる

サービスの充実

健康診断・がん検診などの保健医療サービスの充実

身近なところでの相談窓口の充実

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)

46.1 

40.3 

32.0 

45.9 

37.3 

31.0 

0% 20% 40% 60%

気軽に相談できる福祉総合相談の充実

福祉サービスに関する情報発信の充実

在宅福祉サービス（老人給食サービス、福祉車両の

貸出しなど）の充実

今回調査(n=1,454) 前回調査(n=1,302)
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３ 関係団体等の現状 

（１）民生委員児童委員協議会 

民生委員は、民生委員法に基づき、厚生労働大臣からの委嘱を受けた人です。社会福祉の

増進のために、常に市民の立場に立って、援助を必要とする人々に対し、生活や福祉全般に

関する支援を行っています。 

また、民生委員は、児童福祉法によって児童委員も兼ねており、地域の子どもや妊産婦等

の福祉等の向上のため必要な支援を行っています。 

民生委員には、一定の区域を担当する民生委員・児童委員と、児童福祉に関する事項を専

門的に担当する主任児童委員がいます。 

民生委員児童委員協議会は、民生委員が連携・協力し合うことにより職務を機能的かつ効

果的に遂行するとともに、必要な知識や技術等の向上を相互に促進することを目的とした組

織で、職務に関する連絡・調整、資料・情報の収集、研修、報告などを行っています。 

本市には、真岡東部地区、真岡西部地区、山前地区、大内地区、中村地区、二宮地区に６

つの地区民生委員児童委員協議会があり、153名の民生委員・児童委員がいます。 

 

地区民生委員児童委員協議会数 ６組織 

民生委員・児童委員数 153 名 

 
区域担当民生委員・児童委員数 141 名 

主任児童委員数 12 名 

※令和３年９月１日現在 

 

【区域担当民生委員・児童委員の活動】 

・住民の生活状態を把握 

・福祉サービスを利用する人への支援 

・社会福祉を目的とする事業を経営するものや福祉活動を行うものとの連携とその活

動の支援 

・生活福祉資金の貸付制度に対する協力 

・児童の健全育成のための地域活動 

・児童虐待への取組 

・関係機関への意見具申 

・保護の必要な児童等を発見した場合の連絡通報 
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（２）自治会 

自治会は、一定の地域に住む人たちが、自主的に組織し運営している市民の組織です。本

市には、現在133区の自治会があり、地域の誰もが生きがいをもって安心して暮らせる社会

を築くため、防災・防犯・交通等の安全安心を守る活動、生活環境を守る活動、身近な福祉

を育てる活動等に取り組んでいます。 

一方で、自治会の加入率の推移をみると年々低下しており、自治会未加入者の加入促進が

求められています。 

 

【自治会加入率の推移】 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

自治会 

加入率（％） 
75.5 74.7 74.0 73.3 72.7 

※各年度４月１日現在の住民基本台帳上の世帯数に対する、各自治会に加入している世帯の合計数の割合 

（３）地域公民館 

地域公民館は、自治会等で自主的に設置され、市内で167館あります。地域公民館では、

「公民館まつり」をはじめ、花づくりを通じて地域住民同士のふれあいを持ち、地域の環境

美化、地域づくりを推進する「花いっぱい運動」や率直な意見を出し合い、地域公民館の在

り方や、青少年の健全育成等、諸問題について話し合う「地域座談会」、地域芸能の後世へ

の伝承や地域の連帯感と郷土愛の心を育むことを目的として、地域に根ざした芸能を一堂に

発表する「地域芸能発表会」等、地域の特性を生かした地域づくり事業を行っています。 

（４）子ども会育成会 

子ども会とは、子どもたちが自分で考え、主体的に活動することを目的とした組織です。本

市では、自治会単位で組織されることが多く、スポーツ大会やお楽しみ会、クリスマス会、清

掃活動等を行っています。また、育成会は子ども会に所属する子どもたちの保護者で構成さ

れ、子ども会の活動を側面から支援するための組織であり、双方を合わせて子ども会育成会と

称しています。 

近年は、少子化の影響で会員数は減少していますが、市内には114単位の子ども会育成会

が活動しています。 
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（５）老人クラブ 

老人クラブは、おおむね60歳以上の人で、活動が円滑に行える程度の同一小地域に居住す

る人たちで組織する、地域を基盤とした自主組織であり、高齢者が生きがいと健康づくり、レ

クリエーション等に取り組む「生活を豊かにする楽しい運動」と、高齢者が持っている経験と

知恵を生かして「地域を豊かにする社会運動」に取り組んでいます。 

現在、市内には72の老人クラブがあり、各クラブの実情に応じ、ゲートボールや健康体操

等の健康づくり、児童の見守りや防犯パトロール、公園の清掃等の社会奉仕活動、学習会や

展示会等の教養文化活動を行っています。 

 

【老人クラブ数の推移】 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

老人クラブ数 

（クラブ） 
79 79 78 73 72 

※各年度５月 31 日現在 

（６）市民活動団体（ＮＰＯ、ボランティア） 

市内には、ＮＰＯ法人をはじめとする多くの市民活動団体が様々な分野で、地域に根付いた

社会貢献活動を行っています。本市では、真岡市市民活動推進センター「コラボーレもおか」

を中心として、市民活動団体やボランティア等において既に活動している215の団体や、こ

れから活動しようとしている人たちに対して、交流の場の提供や相談、研修・講座の開催、情

報発信等を行っています。 

また、社会福祉協議会には地域福祉活動を目的とする市民活動団体や個人で構成する登録

団体が16団体あり、行政や各福祉関係団体等が主催するイベントへの協力等を行っています。 
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（７）民間事業者 

民間事業者は、商店や企業等の多様な社会資源と協働し、地域福祉の推進を図るため、地

域の課題に対し、新たな視点やノウハウの提供、ボランティア活動の実施、寄附といった社

会貢献活動等に取り組むことが期待されます。 

（８）法人間連携 

社会福祉法人は、創意工夫を凝らした多様な「地域における公益的な取組」を推進するこ

とが求められています。また、社会福祉法人等が連携することで地域の課題解決力の向上も

期待されます。 
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４ 第２期計画の取組評価 

市及び社会福祉協議会では、第２期計画に掲げた施策について、市での真岡市地域福祉計

画庁内検討委員会と真岡市地域福祉計画策定委員会、社会福祉協議会での真岡市地域福祉活

動計画策定委員会で評価を行い、次期計画に向けた課題を次の通りにまとめました。 

 

【第２期計画における基本目標及び施策】 

基本目標 施策 

【基本目標 1】 

共に助け合い、支え合うまち 

（１）支え合いの仕組みづくり 

（２）福祉意識の向上のための取組 

（３）福祉活動を担う人材の育成 

【基本目標２】 

充実した福祉サービスのあるまち 

（１）地域福祉ネットワークの構築 

（２）地域における福祉サービスの充実 

（３）相談体制と情報提供の充実 

（４）福祉サービスの質的向上 

【基本目標３】 

安全で安心して暮らし続けられるまち 

（１）暮らしやすい住環境の整備 

（２）安心して暮らせる環境の整備 

（３）市民一人一人の人権の尊重 

 

【取組評価の見方】 

各施策・取組の関連事業ごとに進捗状況の評価を行いました。評価基準については以下の

４区分となっています。 

 

Ａ：計画通りに順調に推移している（達成率100％以上） 

Ｂ：おおむね計画通りに推移している（達成率70％以上100％未満） 

Ｃ：計画よりやや遅れが生じている（達成率50％以上70％未満） 

Ｄ：計画より遅れが生じている（達成率50％未満） 

※数値目標を掲げていない事業については、担当課による自己評価となります。 
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基本目標１「共に助け合い、支え合うまち」に係る評価 

市における取組評価 

 

【各事業の取組評価】 

施策 取組 関連事業 評価 

（１） 

支え合いの

仕組みづくり 

①地域の助け合い活動

の推進 
地域共助活動推進事業 Ｄ 

②地域の見守り体制の

確保 

高齢者等見守りネットワーク事業 

（地域福祉づくり推進事業） 
Ｄ 

放課後児童健全育成事業 Ｂ 

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 Ｂ 

③自治会組織等への

支援 

老人クラブ支援事業 Ｂ 

地域づくり事業 Ｂ 

地域コミュニティ事業 Ｂ 

地域公民館活動奨励費 Ｂ 

（２） 

福祉意識の

向上のため

の取組 

①地域福祉活動の情

報提供の充実 

民生委員・児童委員（社会福祉協力員）活動支援事業 Ａ 

真岡市ケーブルテレビ施設管理運営事業 Ａ 

②福祉教育等の推進 

福祉教育の充実 Ｂ 

出前講座開設事業 Ａ 

子どもふれあい事業 Ｄ 

（３） 

福祉活動を

担う人材の

育成 

①地域の多様な人材の

育成 

手話奉仕員養成事業 Ｂ 

認知症サポーター養成講座 Ｂ 

消費生活リーダー養成講座受講生助成事業 Ｂ 

家庭教育オピニオンリーダー養成事業 Ｂ 

親学習プログラム指導者養成事業 Ｂ 

女性教育指導者養成事業 Ｂ 

②ＮＰＯ、ボランティア活

動の活性化 
市民活動推進センター運営事業 Ｂ 
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【数値目標に対する進捗状況】 

施策 指標名 
目標年次 実績 

進捗率 

（％） 令和 
３年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

（１） 

支え合い

の仕組み

づくり 

地域共助活動推進事業

実施区数 
区 30 7 7 7 6 20.0 

地域福祉づくり推進事業 

（高齢者等見守りネットワ

ーク事業） 

区 30 18 17 18 13 43.3 

放課後児童クラブ数 クラブ 18 18 18 17 17 94.4 

（２） 

福祉意識

向上のた

めの取組 

民生委員・児童委員（社

会福祉協力員）活動のＰ

Ｒ回数 

回 3 3 2 2 3 100.0 

ケーブルテレビ加入世帯

数 
世帯 4,940 4,220 4,379 4,748 5,096 103.2 

出前講座数（実施数） 講座 150 174 173 166 
48 

＊1 
110.7 

子どもふれあい事業実施

区数 
区 60 64 65 65 20 33.3 

（３） 

福祉活動

を担 う人

材の育成 

認知症サポータ養成講

座受講者数 
人 12,000 10,035 10,436 10,654 10,787 89.9 

家庭教育オピニオンリー

ダー会員数 
人 30 25 24 22 21 70.0 

市民活動推進センター登

録団体数 
団体 230 220 217 217 215 93.5 

※進捗率は、目標年次（令和３年度）に対する令和２年度時点の進捗率 

＊１：新型コロナウイルス感染症の影響により、事業が縮小となったため、令和元年度の実績値を使用し

進捗率を算出する。 

 

【市における取組の総括】 

地域共助活動推進事業・高齢者等見守りネットワーク事業では、地域によって活動に差があ

り、実施区数の横ばい傾向がみられています。地域共助活動推進事業については、生活支援体

制整備事業と共に助け合い事業を進め、支え合いの仕組みづくりを広めるほか、高齢者等見守

りネットワーク事業では参加自治体が増えるよう周知を図るほか、取り組みやすい事例の紹

介などの情報提供を含めた周知が必要です。 

福祉教育等の推進を図るため、新型コロナウイルス対策を講じた開催方法などを検討し、引

き続き高齢者や障がい者、幼児への理解を深める福祉教育等の学習の場を提供し、福祉の心を

醸成することが必要です。 

地域共生社会の実現に向けて、福祉活動の大切さや重要性を理解してもらうために、身近に

気軽にできる福祉活動をＰＲし、地域の福祉を担う人材を育成するための講座の開設を継続

実施することが必要です。 
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社会福祉協議会における取組評価 

 

【各事業の取組評価】 

施策 取組 関連事業 評価 

（１） 

支え合いの

仕組みづくり 

①地域の連携体制の

強化 
生活支援体制整備事業 Ｂ 

②支え合いとふれあい

の場づくりの推進 
ふれあい・いきいきサロン事業 Ａ 

（２） 

福祉意識の

向上のため

の取組 

①福祉教育の充実 

福祉教育推進事業：小学生（ふれあい体験講座等） Ｃ 

福祉教育推進事業：中高生（ボランティアスクール等） Ｂ 

おじいちゃん保父事業 Ｃ 

②地域の福祉活動への

支援 
ボランティア登録及び派遣事業 Ａ 

（３） 

福祉活動を

担う人材の

育成 

①ボランティア養成講

座の開催 

傾聴ボランティア養成事業 Ｄ 

手話ボランティア養成事業 Ａ 

点字ボランティア養成事業 Ｃ 

音訳ボランティア養成事業 Ｄ 

②ボランティアセンター

機能の充実 

ボランティア登録及び派遣事業 Ｄ 

ボランティア団体支援事業 Ａ 

ボランティアセンター情報共有事業 Ａ 

③地域福祉を展開する

人材の確保 
地域福祉推進員事業 Ｃ 

 

  



 

37 

【数値目標に対する進捗状況】 

施策 指標名 
目標年次 実績 

進捗率 

（％） 令和 
３年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

（１） 

支え合い

の仕組み

づくり 

第２層協議体設置数 か所 5 1 3 4 4 80.0 

ふれあい・いきいきサロン

設置数 
か所 40 44 45 53 57 142.5 

（２） 

福祉意識

向上のた

めの取組 

小学生を対象とした講座

参加者数 
人 20 22 9 13 未実施 

65.0 

＊1 

中高生を対象とした講座

参加者数 
人 30 26 20 28 未実施 

93.3 

＊1 

ボランティア派遣件数 件 100 71 91 120 26 
120.0 

＊1 

（３） 

福祉活動

を担 う人

材の育成 

傾聴ボランティア養成講

座参加者数 
人 10 7 30 6 3 30.0 

手話ボランティア養成講

座参加者数 
人 10 12 10 13 未実施 

130.0 

＊1 

点字ボランティア養成講

座参加者数 
人 5 3 4 5 3 60.0 

音訳ボランティア養成講

座参加者数（隔年開催） 
人 5 10 - 2 - 

40.0 

＊2 

ボランティア登録団体数 団体 40 34 34 29 19 47.5 

地域福祉推進員設置区

数 
区 133 64 62 71 71 53.4 

※進捗率は、目標年次（令和３年度）に対する令和２年度時点の進捗率 

＊１：新型コロナウイルス感染症の影響により、事業が中止となったため、令和元年度の実績値を使用し

進捗率を算出する。 

＊２：隔年実施の事業であるため、直近の実施年度である令和元年度の実績値を使用し進捗率を算出

する。 

 

【社会福祉協議会における取組の総括】 

生活支援体制整備事業では、地域住民を主体とした協議体の設置が進みつつあり、ふれあ

い・いきいきサロンも増加しているところですが、市民アンケート調査から、区・町会等の活

動への参加頻度及び参加意欲の低下が見受けられ、社会福祉協議会に登録している団体数も

減少傾向にあります。 

今後は、支え合いの仕組みづくりの推進と合わせて、福祉活動の担い手の確保のため、福祉

教育と各種ボランティア養成講座の充実や地域福祉推進員の強化が必要です。また、個人や自

治会、老人クラブのほか、社会福祉法人や企業等にも働きかけるなど、広く担い手を確保する

取組が必要です。 
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基本目標２「充実した福祉サービスのあるまち」に係る評価 

市における取組評価 

 

【各事業の取組評価】 

施策 取組 関連事業 評価 

（１） 

地域福祉ネ

ットワークの

構築 

①地域福祉活動基盤

の充実 

まちなか保健室事業 Ｄ 

シルバーサロン事業 Ｄ 

幼稚園地域子育て推進事業 Ａ 

子育て支援センター事業 Ｂ 

地域子どもすくすく元気事業 Ｄ 

②地域包括ケアシステ

ムの構築 

生活支援体制整備事業 Ｂ 

総合相談支援事業 Ａ 

認知症高齢者ＳＯＳ見守りネットワーク事業 Ｂ 

（２） 

地域におけ

る福祉サー

ビスの充実 

①社会福祉協議会支

援の強化 
社会福祉協議会運営支援事業 Ａ 

②子育て支援の充実 

子育て世代包括支援センター事業 Ａ 

ファミリー・サポート・センター事業 Ｂ 

放課後児童健全育成事業 Ａ 

子育て支援センター運営事業 Ｂ 

子育て支援センター整備推進事業 Ｂ 

放課後子ども教室事業 Ｂ 

③高齢者福祉施策の

充実 

地域福祉づくり推進事業 Ｃ 

シルバーサロン事業 Ａ 

④障がい者施策の充実 障がい者相談支援事業 Ａ 

⑤健康づくりの推進 地域健康づくり推進事業 Ｂ 

（３） 

相談体制と

情報提供の

充実 

①相談体制の充実 

乳児家庭全戸訪問事業 Ａ 

民生委員・児童委員（社会福祉協力員）活動支援事業 Ｂ 

障がい者相談支援事業 Ｃ 

生活困窮者自立支援事業 Ｂ 

包括的支援事業 Ａ 

家庭相談事業 Ｂ 

②情報提供の充実 

意思疎通支援事業 Ｂ 

広報紙発行事業 Ｂ 

市ホームページ開設事業 Ａ 

行政情報番組放送事業 Ｂ 

（４） 

福祉サービ

スの質的向

上 

①福祉サービス従事者

の質の向上 

民生委員・児童委員（社会福祉協力員）活動支援事業 Ｂ 

地域密着型施設事業所実地指導 Ｂ 

②福祉サービス事業者

との連携の強化 

障がい者相談支援事業 Ｂ 

包括的支援事業 Ａ 

③福祉サービス事業者

への支援 
介護サービス適正実施指導事業 Ｄ 
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【数値目標に対する進捗状況】 

施策 指標名 
目標年次 実績 

進捗率 

（％） 令和 
３年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

（１） 

地域福祉

ネットワー

クの構築 

まちなか保健室での健康

相談実施延べ日数 
日 667 662 661 617 258 38.7 

シルバーサロン延べ利用

者数 
人 12,000 10,751 11,459 12,628 3,467 28.9 

幼稚園地域子育て推進

事業実施幼稚園等数 
か所 11 11 11 11 11 100.0 

地域子どもすくすく元気

事業実施区数 
区 17 11 11 11 6 35.3 

（２） 

地域にお

ける福祉

サー ビス

の充実 

子育て世代包括支援セ

ンター設置数 
か所 1 1 1 1 1 100.0 

ファミリー・サポート・セン

ター会員数 
人 395 335 360 370 372 94.2 

放課後子ども教室延べ

参加人数【真岡小】 
人 650  326 614 未実施 

94.5 

＊１ 

放課後子ども教室延べ

参加人数【東小】 
人 450  477 428 未実施 

95.1 

＊１ 

地域福祉づくり推進事業

（ミニデイホーム）実施区

数 

区 59 49 51 50 31 52.5 

基幹相談支援センター設

置数 
か所 1 1 1 1 1 100.0 

地域健康づくり事業実施

区数 
区 123 91 91 87 38 30.9 

（３） 

相談体制

と情報提

供の充実 

乳児家庭訪問率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

障がい者相談支援事業

相談件数 
件 3,295 587 1,393 2,414 1,716 52.1 

生活困窮者自立支援事

業（就労支援事業）就労

割合 

％ 10.0 4.5 2.1 10.9 2.4 24.0 

生活困窮者自立支援事

業（学習支援事業）利用

人数 

人 50 32 34 48 48 96.0 

手話通訳者派遣事業・

要約筆記者派遣事業利

用のうち請求件数 

件 169 215 217 166 148 87.6 

（４） 

福祉サー

ビ ス の質

的向上 

地域の相談支援機関との

ケース共有会議開催数 
回 72 3 29 5 未実施 

6.9 

＊１ 

地域の相談支援機関と

の情報交換会開催数 
回 4 8 3 2 4 100.0 

介護サービス適正実施

指導事業実施事業所数 
か所 34 24 28 29 13 38.2 

※進捗率は、目標年次（令和３年度）に対する令和２年度時点の進捗率 

＊１：新型コロナウイルス感染症の影響により、事業が中止となったため、令和元年度の実績値を使用し

進捗率を算出する。  
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【市における取組の総括】 

少子化や自治会未加入世帯の増加、地域社会のつながりの希薄化により、地域で行う活動が

伸び悩んでいます。まちなか保健室事業や生活支援体制整備事業など、地域の課題を地域で支

援する体制（交流活動・相談・情報提供）の更なる充実が求められています。 

子育て支援のため、子育てに不安を抱える世帯に相談窓口として子育て支援センターや地

域で助け合うファミリーサポートセンター制度の更なる周知や、放課後児童健全育成事業な

ど利用者数の増加が見込まれる事業についての拡充を図ることが必要です。 

地域の身近な相談役である民生委員・児童委員の活動周知と市・関係機関の連携強化が求め

られています。また、高齢者・障がい者・子育て家庭が抱える問題や多様化・複雑化する問題

の増加に伴い、気軽に相談できる窓口の体制整備や相談窓口の周知、福祉情報の提供の充実が

必要です。 

高齢者の増加や問題の多様化・複雑化が進む中、介護施設サービスの質の向上を目指し、制

度等の周知や適切なサービスの提供が必要です。 
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社会福祉協議会における取組評価 

 

【各事業の取組評価】 

施策 取組 関連事業 評価 

（１） 

地域福祉ネ

ットワークの

構築 

①地区社会福祉協議

会の機能充実 
地区社会福祉協議会支援事業 Ｄ 

（２） 

地域におけ

る福祉サー

ビスの充実 

①見守り活動の充実 老人給食サービス事業 Ａ 

②生きがいづくりやふれ

あい活動の推進 

生きがいデイサービス事業 Ｃ 

真岡市老人クラブ連合会支援事業 Ａ 

③要支援者への日常

的な支援の充実 

真岡市こども発達支援センターひまわり園（児童発達

支援事業）運営事業 
Ｃ 

真岡市こども発達支援センターひまわり園（放課後等

デイサービス事業）運営事業 
Ｃ 

就労継続支援真岡さくら作業所運営事業 Ｃ 

地域活動支援センター運営事業 Ｂ 

さくら作業所・地域活動支援センター合同収穫祭開催事業 Ｃ 

真岡市肢体不自由児者父母の会支援事業 Ａ 

真岡市身体障害者福祉会支援事業 Ａ 

真岡市母子寡婦福祉会支援事業 Ａ 

真岡市知的障がい者育成会支援事業 Ａ 

④低所得世帯への支

援の充実 

愛の基金交付事業 Ａ 

緊急食料等給付事業 Ａ 

歳末たすけあい募金配分事業 Ａ 

社会福祉金庫貸付事業 Ｂ 

生活福祉資金等貸付事業 Ａ 

善意銀行運営事業 Ａ 

自立相談支援事業 Ａ 

家計改善支援事業（令和２年度より実施） Ｂ 

（３） 

相談体制と

情報提供の

充実 

①各種相談の充実 

相談支援事業所ひまわり（指定特定相談支援事業、

指定障害児相談支援事業）運営事業 
Ａ 

心配ごと相談事業 Ｂ 

無料法律相談事業 Ａ 

②地域福祉の広報・啓

発活動の充実 

広報事業（ホームページ） Ｂ 

広報事業（広報紙「社協だより」発行） Ａ 

啓発事業（真岡市社会福祉大会） Ｂ 

（４） 

福祉サービス

の質的向上 

①運営基盤の強化 

わたのみ基金運営事業 Ｂ 

社会福祉協議会会員の拡大 Ｂ 

赤い羽根共同募金事業 Ｂ 

  



 

42 

【数値目標に対する進捗状況】 

施策 指標名 
目標年次 実績 

進捗率 

（％） 令和 
３年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

（１） 

地域福祉

ネットワー

クの構築 

地区社会福祉協議会情

報交換会等実施回数 
回 2 1 0 0 0 0.0 

（２） 

地域にお

ける福祉

サー ビス

の充実 

老人給食受給登録者数 人 150 140 149 156 175 116.7 

生きがいデイサービス事

業登録者数 
人 40 37 42 31 27 67.5 

ひまわり園（児童発達支

援事業）稼働率＊1 
％ 100 95 76 75 64 64.0 

ひまわり園（放課後等デ

イサービス事業）稼働率

＊1 

％ 100 65 59 68 62 62.0 

真岡さくら作業所稼働率

＊1 
％ 100 67 67 64 62 62.0 

地域活動支援センター契

約者数 
人 20 10 14 14 15 75.0 

さくら作業所・地域活動

支援センター合同収穫祭

参加者数 

人 20 10 10 10 未実施 
50.0 

＊2 

歳末たすけあい募金配分

金額 
円 6,000,000 6,370,457 6,274,405 6,332,570 6,171,087 102.9 

社会福祉金庫貸付件数 件 30 7 6 12 23 76.7 

生活福祉資金貸付件数

（コロナ特例貸付）＊3 
件 5 2 1 

10 

（5） 

1 

（2,389） 

200.0 

＊2 

善意銀行配分件数 件 100 64 92 83 124 124.0 

自立相談支援事業新規

相談件数 
件 120 113 96 101 93 77.5 

自立相談支援事業プラ

ン作成件数 
件 28 14 11 38 44 157.1 

家計改善支援事業プラ

ン作成件数（令和２年度

より実施） 

件 7 - - - 5 71.4 

（３） 

相談体制

と情報提

供の充実 

相談支援事業ひまわり契

約者数 
人 200 171 197 219 208 104.0 

心配ごと相談所相談件

数 
件 50 35 50 37 36 72.0 

無料法律相談相談件数 件 130 94 129 134 132 101.5 

ホームページ新着情報

発信件数 
件 125 118 119 120 109 87.2 

社協だより配布部数 部 25,000 23,172 23,331 23,501 29,653 118.6 

社会福祉大会参加者数 人 270 276 265 205 115 
75.9 

＊2 
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施策 指標名 
目標年次 実績 

進捗率 

（％） 令和 
３年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

（４） 

福祉サー

ビ ス の質

的向上 

わたのみ基金寄附及び

運用益 
円 5,000,000 4,845,462 5,094,779 4,860,891 3,575,857 71.5 

社会福祉協議会会費総

額 
円 10,000,000 9,418,000 9,393,000 9,293,600 9,258,100 92.6 

赤い羽根共同募金総額 円 10,000,000 9,626,615 9,638,450 9,610,215 9,481,421 94.8 

※進捗率は、目標年次（令和３年度）に対する令和２年度時点の進捗率 

＊１：稼働率＝延べ利用者数÷（開所日数×利用定員）×100 

＊２：新型コロナウイルス感染症の影響により、事業が中止・縮小となったため、令和元年度の実績値を

使用し進捗率を算出する。 

＊３：新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年３月にコロナ特例貸付が新設され、令和元年度

は５件の申請、令和２年度は 2,389件の申請に対応している。 

 

【社会福祉協議会における取組の総括】 

気軽に相談できる窓口と専門性の高い相談ができる窓口を設置し、多様化する相談を受け

止めることにより、地域住民のニーズを把握し、地域住民が求める情報の提供や地域福祉活動

を進めていく必要があります。 

地域福祉活動の進展ためには、地区社会福祉協議会や生活支援体制整備事業の活性化と社

会福祉法人や企業等の地域貢献活動を促進し、それぞれの強みが生かせるよう連携体制を構

築することが必要です。 

また、これらの推進基盤が、安定して運営できるよう財源確保等の基盤強化に取り組むこと

が必要です。 

 

 

  



 

44 

基本目標３「安全で安心して暮らし続けられるまち」に係る評価 

市における取組評価 

 

【各事業の取組評価】 

施策 取組 関連事業 評価 

（１） 

暮らしやす

い住環境の

整備 

①バリアフリーのまちづく

りの推進 

公共施設等整備事業 Ａ 

道路整備事業 Ａ 

②利用しやすい交通環

境の整備 

障がい者福祉タクシー助成事業 Ｂ 

障がい者移動支援事業 Ｃ 

老人福祉タクシー事業 Ｂ 

公共交通ネットワーク整備事業 Ａ 

（２） 

安心して暮

らせる環境

の整備 

①災害時避難行動要

支援者への支援 
避難行動要支援者対策事業 Ｄ 

②地域の防災活動への

支援 

自主防災組織育成事業 Ｃ 

土砂災害防災避難訓練事業 Ｂ 

防災避難訓練事業 Ｂ 

③地域の交通安全・防

犯・消費生活活動へ

の支援 

安全安心の地域づくり推進事業 Ｂ 

交通安全啓発事業 Ｂ 

防犯パトロール事業 Ｃ 

（３） 

市民一人一

人の人権の

尊重 

①権利擁護事業の普

及と啓発 

成年後見制度利用支援事業（障がい者） Ｃ 

障害者差別解消法の普及啓発 Ｃ 

権利擁護事業 Ｂ 

成年後見制度利用支援事業（高齢者） Ｂ 

②男女共同参画の推進 男女共同参画社会づくり事業 Ｄ 

③虐待、ＤＶの防止 

乳児家庭全戸訪問事業 Ａ 

障がい者虐待防止対策事業 Ｃ 

高齢者虐待防止対策事業 Ｂ 

児童虐待防止啓発事業 Ｂ 

要保護児童等対策事業 Ｄ 

婦人相談事業 Ａ 

ＤＶ相談カード配布事業 Ｂ 
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【数値目標に対する進捗状況】 

施策 指標名 
目標年次 実績 

進捗率 

（％） 令和 
３年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

（１） 

暮らしやす

い住環境

の整備 

バリアフリー化された市有

建築物の割合 
％ 54.1 51.4 52.6 53.8 57.9 107.0 

障がい者福祉タクシー交

付者数 
人 752 670 679 640 615 81.8 

障がい者移動支援事業

申請者数 
人 92 48 45 57 49 53.3 

老人福祉タクシー交付世

帯数 
世帯 809 748 758 759 785 97.0 

（２） 

安心 して

暮 ら せ る

環境の整

備 

自主防犯活動実施団体

数 
団体 70 51 48 44 41 58.6 

土砂災害防災避難訓練

実施数（延回数） 
回 11 7 7 8 未実施 

72.7 

＊１ 

防災避難訓練実施数 

（延回数） 
回 14 10 11 12 未実施 

85.7 

＊１ 

（３） 

市民一人

一人の人

権の尊重 

成年後見制度利用支援

利用件数（障がい者） 
件 2 0 2 0 1 50.0 

障害者差別解消法に関

するＰＲ回数 
回 3 3 3 3 2 66.7 

男女共同参画地域座談

会実施回数 
回 20 12 16 16 3 15.0 

乳児家庭訪問率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

障がい者虐待防止相談

件数 
件 3 2 2 4 8 

+5 件 

＊2 

障がい者虐待件数 件 1 1 0 1 4 
+3 件 

＊2 

児童虐待件数 件 10 15 52 69 75 
+65 件 

＊2 

※進捗率は、目標年次（令和３年度）に対する令和２年度時点の進捗率 

＊１：新型コロナウイルス感染症の影響により、事業が中止・縮小となったため、令和元年度の実績値を

使用し進捗率を算出する。 

＊２：障がい者虐待防止相談件数・障がい者虐待件数・児童虐待件数については、進捗率ではなく、目

標値に対する増減を掲載する。 

 

【市における取組の総括】 

誰もが暮らしやすいまちづくりを目指し、医療や商業施設が集中する地域と周辺地区を結

ぶ移動手段を確保するため、新たな交通手段を検討する必要があります。いちごタクシーにつ

いては、利用状況に応じた効率的な運行が図れるよう見直しが求められています。 

避難行動要支援者の避難の実効性確保に向け個別の避難計画の策定及び支援関係者との情

報共有化が求められています。 

成年後見制度の理解や利用促進を図るため、制度の普及・啓発や相談窓口の充実が必要とさ

れます。また、虐待やＤＶ等の早期発見や迅速な対応を図るため、地域や関係機関との連携強

化が必要です。   
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社会福祉協議会における取組評価 

 

【各事業の取組評価】 

施策 取組 関連事業 評価 

（１） 

暮らしやす

い住環境の

整備 

①在宅福祉の支援 福祉車両及び車いす等貸出事業 Ｃ 

②地域広場の利用促

進 
子どもの遊び場整備助成事業及びベンチ設置事業 Ｃ 

（２） 

安心して暮

らせる環境

の整備 

①災害時における連携

体制の強化 
真岡市災害ボランティア支援委員会運営事業 Ａ 

（３） 

市民一人一

人の人権の

尊重 

①権利擁護事業の推

進 

日常生活自立支援事業 Ａ 

法人後見事業 Ａ 

 

【数値目標に対する進捗状況】 

施策 指標名 
目標年次 実績 進捗率 

（％） 令和 
３年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

（１） 

暮らしやす

い住環境の

整備 

福祉車両貸出件数 件 240 229 268 236 182 75.8 

車いす貸出件数 件 100 115 63 91 50 50.0 

赤い羽根ベンチ配布件

数 
件 15 9 14 10 9 60.0 

（２） 

安心して暮

らせる環境

の整備 

災害対応訓練実施回

数 
回 1 1 1 1 1 100.0 

（３） 

市民一人一

人の人権の

尊重 

日常生活自立支援事

業新規契約者数 
人 15 17 12 10 20 133.3 

法人後見新規受任件

数 
件 2 1 0 1 3 100.0 

※進捗率は、目標年次（令和３年度）に対する令和２年度時点の進捗率 

 

【社会福祉協議会における取組の総括】 

福祉車両や車いす等の貸出や地域の広場等へのベンチ設置により、暮らしやすい住環境の

整備を進めてきておりますが、より利用を高めるための工夫が必要です。 

災害時の備えとしては、社会福祉協議会が災害ボランティアセンターを運営することが一

般化するなか、毎年の訓練の実施に加え、多様な主体の協力が得られるように体制を整えるこ

とが必要です。 

権利擁護については、自身の判断能力に不安を感じる人を対象とする日常生活自立支援事

業と判断能力が十分ではない人に対し、法人として後見等を行う法人後見事業を行っていま

す。この強みを生かし、切れ目のない支援を継続的に行っていくことが必要です。 
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５ 計画策定に向けた現状と課題のまとめ 

近年の社会情勢をはじめ、本市における統計データ、市民アンケート調査、評価結果を踏

まえ、取り組むべき課題について整理すると、以下のように大別されます。 

 

現状と課題１ 「助け合いの意識に関すること」 

 

●近年、台風や地震などの自然災害が増えていることから、災害時における身近な地域での

助け合い、支え合いが求められています。そのため、日頃から隣近所や地域のつながりを

大切にし、誰もが支え合う意識を持ったコミュニティを構築することが重要とされていま

す。 

 

●市民アンケート調査では、第２期計画策定時より近所付き合いの希薄化が進行している状

況がうかがえます。なお、近所付き合いがある人の方が区・町会等の活動へ参加している

割合が高いことから、近所付き合いを活性化させ、地域力の向上を図ることが求められて

います。 

 

●全国的な傾向として、福祉活動の担い手の不足や高齢化が深刻な課題となっています。本

市においても、例外ではなく、福祉活動に関わる人材の育成・確保に向けた取組が必要と

されています。 

 

●市民アンケート調査では、日常生活が不自由になった時、災害時の手助けや日常生活にお

ける援助を希望する割合が高くなっています。また、隣近所における支援の意識について、

支援をしたいと考えている人の割合は前回調査時からは減少しているものの、約３人に２

人が支援したいと考えていることから、“支援が必要な人”と“支援したい人”をつなげる

仕組みづくりが必要とされています。 

 

●市の取組においては、地域共生社会の実現に向けて、一人一人の福祉意識の向上や地域活

動・福祉活動への参加促進、担い手の育成等を通じて、支え合いのある地域づくりが必要

です。また、社会福祉協議会の取組においては、区・町会等の活動への参加頻度及び参加

意欲の低下が進む中、福祉や地域活動等への関心を持つための取組が求められています。 

 

 

 

 

 

  

「共に助け合い、支え合うまち」づくり 

第３期計画において必要とされる取組 
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現状と課題２  「福祉サービスに関すること」 

 

●近年では、高齢化の中で人口減少が進行し、福祉ニーズが多様化・複雑化しているため、

福祉の提供において、誰もがそのニーズに合った支援を受けられる支援体制とその支援体

制を支える環境の整備（人材の育成・確保等）が重要とされています。 

 

●市民アンケート調査では、地域福祉推進の中心的役割を担う社会福祉協議会や民生委員・

児童委員等の認知度は低く、更なる周知が求められています。また、社会福祉協議会の今

後充実してほしい活動・支援として、福祉サービスに関する情報発信が求められています。 

 

●市民アンケート調査では、今後充実してほしい市の取組として、「高齢者、障がい者の入所

施設の整備」、「高齢や障がいがあっても、在宅生活が続けられるサービスの充実」等があ

り、市民の多様な福祉ニーズに対応した地域における福祉サービスの充実が求められてい

ます。また、社会福祉協議会の今後充実してほしい活動・支援として、気軽に相談できる

福祉総合相談、在宅福祉サービス（老人給食サービス、福祉車両の貸し出し等）の充実が

必要とされています。 

 

●相談支援の実施状況においては、健康相談の相談者数が減少傾向にある一方で、障がい者

相談の相談件数は著しく増加している状況です。相談種別により傾向は違うものの、潜在

的に課題を抱えている人にも支援が届く仕組みづくりが求められています。 

 

●市民アンケート調査では、日々の生活における主な悩みや不安について、「自分や家族の健

康のこと」や「自分や家族の老後のこと」、「経済的な問題」、「介護の問題」など、多岐に

渡ることから、様々な生活課題の解決に向けた相談体制の充実が求められています。 

 

●市の取組においては、高齢者や障がい者、子育て家庭等が抱える問題に対応できるサービ

スや相談体制・情報提供の充実が求められており、社会福祉協議会の取組においても同様

に、多様化する相談を受け止める専門性の高い窓口や気軽に相談できる窓口といった相談

体制の充実が求められています。また、地域福祉への興味関心の喚起も視野に入れた、寄

附や共同募金等の取組の推進が求められています。 

 

 

 

 

 

  
「充実した福祉サービスのあるまち」づくり 

第３期計画において必要とされる取組 
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現状と課題３ 「安全安心に関すること」 

 

●近年の自然災害の発生状況から、災害に対する市民の意識は高まっています。災害時の備

えとして、地域における防災訓練の実施やその参加促進等、平常時からの取組が必要とさ

れています。 

 

●市民アンケート調査では、日常生活が不自由になった時、希望する援助として「災害時の

手助け」を求める割合が高くなっています。特に、災害時に支援を必要とする避難行動要

支援者に対し、個別の避難計画を策定し、地域の支援関係者と情報を共有することが重要

とされています。 

 

●市の現状として、高齢者や知的障がいのある人、精神障がいのある人は増加傾向となって

います。今後さらに高齢化に伴い認知症高齢者の増加も見込まれます。認知症高齢者や障

がいのある人など、自分で判断することが難しい人について、財産管理や日常生活上の援

助等、権利擁護に関する支援や相談に対応できる体制づくりが必要とされています。 

 

●市の取組においては、公共施設等のバリアフリー化の推進、交通手段についての見直しや

新たな移動手段の検討等、安心して暮らせる環境の整備が必要とされています。一方で、

誰もが安心できる生活を送るために、成年後見制度の普及・啓発や相談窓口の充実、虐待

やＤＶ等の早期発見や迅速な対応に向けた地域や関係機関との連携強化が求められてい

ます。また、多様性を尊重し、安心して暮らせる社会づくりの推進が求められています。 

 

●社会福祉協議会の取組においては、災害時に備えた災害ボランティアセンターの体制整備

とともに、市民の人権尊重のため、成年後見制度の周知だけでなく、後見人等への支援や

市民後見人の養成等を通じて利用促進を図ることが求められています。 

 

 

 

 

 

  「安全で安心して暮らし続けられるまち」づくり 

第３期計画において必要とされる取組 
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第３章 目指すべき地域福祉の姿 

１ 基本理念 

本計画は、すべての人々が、思いやりと安心に満ちた生活環境の中で、人と人とがつながり

共に支え合うまちづくりを進めていくことを目指します。 

第３期計画では、第２期計画の取組を更に充実、発展させるとともに、「支え合いのまち」

を新たに基本理念として掲げ、地域共生社会の実現に向け、市民・自治会・福祉関係団体・社

会福祉協議会・行政等が一体となって包括的な支援体制の構築を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

思いやりと安心に満ちた 

支え合いのまち もおか 

イラスト 
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２ 基本目標 

本計画では、基本理念の実現に向けて、第２期計画の趣旨を引き継いだ３つの基本目標を

定め、地域福祉の普及・推進に努めていきます。 

 

 

 

 

地域共生社会の実現を目指し、地域福祉を推進していくうえでは、福祉意識の醸成と地域

で共に支え合うコミュニティづくりが基本的な土台といえます。そのために、市民一人一人

の助け合い、支え合う意識の醸成とともに、自治会等の地域活動やボランティア活動の活性

化とその活動を支える人材の育成を推進していきます。 

 

 

 

 

 

誰もがニーズに合った支援を受けられるよう、市民が抱える複合的な課題や多様な福祉ニ

ーズを包括的に受け止め、生涯を通じて切れ目なく支援が受けられる体制を整備していくこ

とが重要となります。そのために、福祉サービスの充実を図るとともに、地域・市・福祉関

係機関等による地域福祉ネットワークの構築を推進していきます。 

また、複雑化・複合化した生活課題に対応できるよう、相談支援の充実や地域の居場所づ

くり、活動の拠点となる場所づくり等の推進を図り、包括的な支援体制の整備に努めます。

さらに、適切な福祉サービスが選択できるよう多様な媒体を活用し、情報提供の充実に努め

ます。 

 

 

 

 

 

市民の誰もが住み慣れたまちで安全で安心して暮らし続けられるよう、防災対策をはじめ、

住宅、交通、生活、防犯等の環境整備を図っていきます。また、権利擁護の普及・啓発や男

女共同参画の実現、虐待・ＤＶの防止等、市民一人一人の人権を尊重する支援を推進してい

きます。 

 

  

基本目標１  共に助け合い、支え合うまち 

基本目標２  充実した福祉サービスのあるまち 

基本目標３  安全で安心して暮らし続けられるまち 
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３ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．共に助け合い、支え合うまち 

２．充実した福祉サービスのあるまち 

３．安全で安心して暮らし続けられるまち 

（１）支え合いのコミュニティづくり 

（２）福祉意識の向上のための取組 

（３）福祉活動を担う人材の育成 

（１）地域福祉ネットワークの構築 

（２）地域における福祉サービスの充実 

（３）包括的な支援体制の構築 

（４）わかりやすい情報提供の充実 

（２）安心して暮らせる環境の整備 

（３）市民一人一人の人権の尊重 

（５）福祉サービスの質的向上 

思いやりと安心に満ちた支え合いのまち もおか 

基本理念 

基本目標 施策 

（１）住み続けられる住環境の整備 
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第２部  地域福祉計画 
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基本目標１ 共に助け合い、支え合うまち 

（１）支え合いのコミュニティづくり 

市民がともに支え合うコミュニティづくりのため、顔の見える関係づくりが進むよう、あ

いさつ・声掛けの大切さを周知します。 

また、地域の助け合い活動や地域福祉活動の活性化のため、支援が必要な高齢者、障がい

者及び子育て家庭等を地域で支援する活動を実施している地区の拡大を図るとともに、自治

会や老人クラブ等の地域福祉活動を担う団体への支援を行います。 

なお、感染症拡大防止の観点から様々な自粛や制限が求められる中、コミュニティづくり

や地域活動のあり方等、人との関わり方を含めて「新しい生活様式」に留意しながら地域福

祉を推進できるよう支援します。 

①地域の助け合い活動の推進 

取組の方向性 

○地域の中での積極的なあいさつ・声掛けをとおし、高齢者や障がい者、子育て家庭

等、日常的な支援を必要としている人に対しての隣近所等身近な助け合い活動を

活性化します。 

○障がいのある人や難病を患っている人が災害時や日常生活の中で困った際に周囲

に手助けを求めるためのツールとしてヘルプカードを活用し、困っている人がＳＯＳを

出しやすくなるように環境づくりに努めます。また、周囲の人が障がいや病気の特性

を理解し、適切に支援できるよう取り組みます。 

主な取組 
►地域共助活動推進事業 いきいき高齢課 

►ファミリー・サポート・センター事業 こども家庭課 

②地域の見守り体制の確保 

取組の方向性 
○民生委員・児童委員、関係機関・団体、行政、地域住民が協働して、子どもから高

齢者まで日常的な見守り活動を行います。 

主な取組 

►高齢者等見守りネットワーク事業（地域福祉づくり推進事業） いきいき高齢課 

►地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 学校教育課 

►民生委員・児童委員（社会福祉協力員）活動支援事業 社会福祉課 
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③自治会組織等への支援 

取組の方向性 

○地域福祉活動の活性化や参加促進を図るため、最も身近な地域活動の拠点であ

る自治会や老人クラブ活動への支援を行います。 

○地区によって活動状況も異なるため、地域の実情に合った活動を支援するとともに、

模範的な取組については情報を共有し、各地区で工夫した活動が行えるよう支援し

ます。 

主な取組 

►老人クラブ支援事業 いきいき高齢課 

►地域づくり事業 市民協働推進室 

►地域コミュニティ事業 生涯学習課 

►地域公民館活動奨励事業 生涯学習課 
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（２）福祉意識の向上のための取組 

地域福祉活動への参加を促進するため、地域福祉活動の更なる周知を図るとともに、「自

助」、「互助」、「共助」、「公助」の理念の普及に努め、市民一人一人が地域福祉への理

解と関心を高める取組を推進します。 

また、高齢者や障がい者等への理解を深める福祉教育等を充実させ、市民の福祉意識の醸

成を図ります。 

①地域福祉活動の情報提供の充実 

取組の方向性 
○地域福祉活動の必要性や活動事例を、広報紙やケーブルテレビ等を通じて広く周

知します。 

主な取組 

►民生委員・児童委員（社会福祉協力員）活動支援事業 社会福祉課 

►広報事業 情報政策課 

②福祉教育等の推進 

取組の方向性 

○学校や関係団体、地域が連携し、幼少期からの高齢者や障がい者、幼児等との交

流事業や体験学習を実施します。また、高齢者や障がい者、子育て家庭への支援

等についての学習機会を提供し、福祉の心の醸成を図ります。 

○地域のことや近所の人が抱える課題等を市民一人一人が「我が事」として捉えられ

るよう、意識啓発を図ります。 

主な取組 

►福祉教育の充実 学校教育課 

►出前講座開設事業 生涯学習課 

►子どもふれあい事業 生涯学習課 
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（３）福祉活動を担う人材の育成 

ボランティア参加のきっかけづくりやボランティア活動の活性化が求められていること

から、地域福祉に関わる人材養成講座への参加促進やＮＰＯ、ボランティア団体の発足に向

けた相談等の支援に取り組みます。 

①地域の多様な人材の育成 

取組の方向性 

○地域活動を担うリーダーをはじめとする多様な人材の育成のため、養成講座等を実

施するとともに実施団体を支援します。 

○地域活動の担い手の高齢化により、活動の継続が難しい団体もある中、元気で意欲

のある高齢者をはじめ、意欲・関心のある人を活動へと結びつける取組を行います。 

主な取組 

►手話奉仕員養成事業 社会福祉課 

►認知症サポーター養成講座 いきいき高齢課 

►消費生活リーダー養成講座受講生助成事業 くらし安全課 

►家庭教育オピニオンリーダー養成事業 生涯学習課 

►女性教育指導者養成事業 市民協働推進室 

②ＮＰＯ、ボランティア活動の活性化 

取組の方向性 

○ボランティア養成やコーディネート機能の強化に向け、ボランティア連絡協議会や社

会福祉協議会と連携し、各種取組を支援します。市民活動推進センター「コラボー

レもおか」の活動を支援します。 

○ＮＰＯやボランティア活動等に意欲・関心を持ちながらも実践に結びついていない、

潜在的な人材の発掘に取り組みます。また、継続した活動ができるよう支援します。 

○ＮＰＯやボランティア団体等の活動場所の提供に努めるとともに、運営上の困りごと

等に対し、解決に向けた支援を行います。 

主な取組 ►市民活動推進センター運営事業 市民協働推進室 
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基本目標１における数値目標 

 

施策 指標名 
基準年次 

（令和２年度） 

目標年次 

（令和８年度） 

（１） 

支え合いのコミュニ

ティづくり 

高齢者等見守りネットワーク事業実施地

区 

13 地区 

（令和元年度 18 地区） 
29 地区 

地域づくり事業６事業以上の実施区数 
27 区 

（令和元年度 77区） 
90 区 

地域での活動に参加している市民の割

合（市民意向調査） 

※基準年次は令和元年度 

40.1％ 43.2％ 

（２） 

福祉意識の向上の

ための取組 

民生委員・児童委員（社会福祉協力員）

活動のＰＲ回数 
3 回 4 回 

出前講座数（実施数） 
48 講座 

（令和元年度 166 講座） 
200 講座 

（３） 

福祉活動を担う人

材の育成 

女性教育指導者研修参加者数 1 人 4 人 

ボランティア団体の数 

※市民活動推進センター登録団体数・

ボランティア連絡協議会参加団体数・

ＮＰＯ法人数の合計 

245 団体 270 団体 

今までにＮＰＯ法人やボランティア団体の

活動に参加したことがある市民の割合

（市民アンケート調査） 

37.4％ 40.0％ 
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基本目標２ 充実した福祉サービスのあるまち 

（１）地域福祉ネットワークの構築 

地域の活性化やさまざまな生活課題を解決するため、福祉分野やそれ以外のさまざまな分

野と連携した地域福祉ネットワークの構築に努めます。そのために、誰もが気軽に参加でき

る交流活動や相談、情報提供の場である地域福祉活動基盤の充実を図ります。また、超高齢

社会や障がい者、子ども、その他各分野に対応した地域包括ケアシステムの構築を推進しま

す。 

①地域福祉活動基盤の充実 

取組の方向性 

○高齢者や子育て家庭等、誰もが身近なところで様々な活動に参加できるよう地域福

祉活動の基盤整備を図り、交流活動や相談、情報提供の場を充実し、市民同士の

自主的な支え合いの活動を支援します。 

○さまざまな地域活動を実施することで、これまで地域で孤立していた市民等に対して

多様な地域との関わり方を推進します。 

主な取組 

►まちなか保健室事業 健康増進課 

►シルバーサロン事業 いきいき高齢課 

►児童館運営事業 保育課 

►子育て支援センター事業 こども家庭課 

►地域子どもすくすく元気事業 こども家庭課 

②全市民を対象にした地域包括ケアシステムの構築 

取組の方向性 

○高齢者を対象としている地域包括ケアシステムについて、団塊の世代が 75 歳以上

となる 2025 年問題に対応するため、医療・介護・予防・生活支援・住まいが一体的

に提供できるよう推進に努めます。 

○誰もが住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、各分野の支援の包括化や地

域連携、ネットワークづくりについて、関係機関と連携し、体制整備に努めます。 

主な取組 

►生活支援体制整備事業 いきいき高齢課 

►総合相談支援事業 いきいき高齢課 
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（２）地域における福祉サービスの充実 

今後充実してほしい市の取組として、市民の多様な福祉ニーズに対応した福祉サービスの

充実が求められています。 

妊娠期から子育て期にわたるまでのニーズに対して、総合的支援を提供する拠点としての

子育て世代包括支援センターや子ども家庭総合支援拠点、子育て支援センター等による子育

て支援の充実を図ります。また、地域における切れ目のない支援を提供するため、介護保険

と障がい福祉両制度をまたがる一体的な支援として共生型サービスの体制整備及び提供を

検討します。 

このように、児童、高齢者、障がい者をはじめ、生活困窮者や地域で様々な生活課題を抱

える人に向けた施策の充実に取り組みます。 

また、「自分や家族の健康のこと」や「自分や家族の老後のこと」に不安を感じる市民が

多くみられるため、高齢者等の健康・生きがいづくりにつながる施策に取り組みます。 

なお、限られた事業費の中で福祉サービスの充実を図るに当たり、活動資源となる真岡市

ふるさと寄附金等は貴重な財源となります。今後、寄附金等の周知に取り組むほか、財源の

一部として有効に活用します。 

①社会福祉協議会支援の強化 

取組の方向性 
○地域福祉推進の中核を担う社会福祉協議会の体制強化を図るとともに、定期的な

情報交換・連携を図りながら、活動を支援します。 

主な取組 ►社会福祉協議会運営支援事業 社会福祉課 

②子育て支援の充実 

取組の方向性 

○「真岡市子ども・子育て支援プラン」に基づき、子育て世代包括支援センター及び子

育て支援センターの機能充実、利用ニーズに応じた放課後児童クラブの整備、ファ

ミリー・サポート・センターの利用促進、地域サロンの支援強化等、地域における子育

て支援の充実を図ります。 

○新庁舎周辺に子どもの遊び場、子育て支援センター等の複合施設の整備を進めま

す。 

主な取組 

►子育て世代包括支援センター事業 こども家庭課 

►子育て支援センター運営・整備推進事業 こども家庭課 

►ファミリー・サポート・センター事業 こども家庭課 

►放課後児童健全育成事業 保育課 

►放課後子ども教室事業 生涯学習課 
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③高齢者福祉施策の充実 

取組の方向性 

○「真岡市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、介護予防ボランティ

アの育成やシルバーサロン事業の充実等、地域における介護予防の推進や生きが

いづくりの推進を図ります。 

○高齢化の進行に伴い、認知症高齢者は今後さらに増加することが見込まれており、

認知症予防や早期発見・早期対応、相談事業等、本人やその家族に対する支援

の充実を図ります。 

○高齢者のニーズに応じた職域の開拓をはじめ、就労に向けた活動が活発に行われ

るよう、シルバー人材センター等と連携し、就労支援を行います。 

主な取組 

►地域福祉づくり推進事業 いきいき高齢課 

►シルバーサロン事業 いきいき高齢課 

►認知症予防オレンジサポーター養成講座 いきいき高齢課 

④障がい者施策の充実 

取組の方向性 

○「真岡市障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画」に基づき、障がい者

が身近な地域で生活できるよう、障がい福祉サービス基盤の充実を図ります。 

また、相談支援事業において、障がい者やその家族等からの相談に応じ、必要な情

報の提供及び助言、その他の障がい福祉サービスの利用支援等を行います。さら

に、地域の相談支援事業者等の相談機関との連携の強化を行うため、真岡市障害

児者相談支援センターや基幹相談支援センターの機能強化を図り、より総合的・専

門的な相談体制を目指します。 

○障がい者等の活動場所や交流場所を提供し、就労につながる様々な機会の提供を

行い、社会参加や生きがいづくりの推進を図ります。 

○障がい者等が自信や生きがいを持って社会参画できるよう農福連携の周知を図り、

農業分野における障がい者等の雇用促進を図ります。 

主な取組 ►障がい者相談支援事業 社会福祉課 

⑤生活困窮者等への支援の充実 

取組の方向性 

○生活困窮者の自立の促進を図るために、生活困窮者自立支援法に基づき、相談や

家計改善支援、就労支援、学習支援、住居確保給付金の支給等の各種支援を実

施します。 

○相談支援員、就労支援員が生活困窮者の相談を受け、利用可能な支援策につい

て助言を行います。また、生活保護が必要な人には生活保護を適用し、生活に必

要な最低限の支援を行うとともに必要に応じて自立助長を促します。 

主な取組 ►生活困窮者自立支援事業 社会福祉課 
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⑥健康づくりの推進 

取組の方向性 

○「健康増進計画（真岡市健康 21 プラン）」に基づき、乳幼児から高齢者まで、地域

での健康づくりを推進します。 

○「真岡市自殺対策計画」に基づき、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実

現を目指し、こころの健康づくりに関する周知啓発を行います。 

主な取組 
►地域健康づくり推進事業 健康増進課 

►自殺予防対策事業 社会福祉課 
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（３）包括的な支援体制の構築 

近年、社会的孤立、ダブルケア、８０５０問題、生活困窮等の問題が複雑化・複合化して

おり、これまでの高齢者、障がい者、児童といった属性別の支援体制では、対応が困難な状

況となっています。このような現状に対応するため、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、

複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な相談支援体制の充実を図るとともに、国

が示す新たな事業である重層的支援体制整備事業（1.相談支援、2.参加支援、3.地域づくり

に向けた支援）の実施に向けて体制の構築に向けた取組に努めます。 

①相談支援体制の充実 

取組の方向性 

○複雑で多岐にわたる相談内容に対し、属性や世代、分野等にとらわれない一体的

な相談の受け止め体制を構築します。 

○専門職・関係機関などによる専門的な相談ができるよう支援します。 

主な取組 

►子育て世代包括支援センター事業 こども家庭課 

►子ども家庭総合支援拠点事業 こども家庭課 

►障がい者相談支援事業 社会福祉課 

►生活困窮者自立支援事業 社会福祉課 

►包括的支援事業 いきいき高齢課 

②地域課題や支援を必要とする人の早期把握 

取組の方向性 
○積極的なアウトリーチを行い、いつでも気軽に相談できる体制を構築するとともに、各

種福祉サービスにつなげられるよう相談窓口と各機関との連携を強化します。 

主な取組 ►乳児家庭全戸訪問事業 こども家庭課 
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③地域における交流の場の充実 

取組の方向性 

〇既存の地域づくり事業を活かし、誰もが気軽に立ち寄ることができる地域の居場所づ

くりや多様な地域活動、交流できる事業を地域や関係機関との連携により推進しま

す。 

主な取組 

►地域介護予防活動支援事業 いきいき高齢課 

►生活支援体制整備事業 いきいき高齢課 

►地域活動支援事業 社会福祉課 

►地域子育て支援拠点事業 こども家庭課 

④重層的支援体制整備事業実施に向けた取組 

取組の方向性 
○地域共生社会の実現のため、庁内協議や関係機関との連携会議を実施し、重層

的支援体制整備事業の実施に向けた具体的な体制づくりを進めます。 

主な取組 

►参加支援事業 関係各課 

►アウトリーチ事業 関係各課 

►多機関協働事業 関係各課 

※アウトリーチ事業とは、複数分野にまたがる複雑化・複合化した課題を抱えているために、必要な支援

が届いていない人に支援を届けるほか、各種会議や支援関係者との連携を通じて、地域の状況などに

係る情報を幅広く収集し、ニーズを抱える相談者を見つけ、働きかけを行う事業。 

 

 

【重層的支援体制整備事業のイメージ】 

  
※資料：厚生労働省資料より 

差し替え予定 
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（４）わかりやすい情報提供の充実 

地域福祉が推進されるためには、福祉サービスをはじめ、相談窓口や民生委員・児童委員、

ボランティア等の地域における活動、地域資源等の必要とするあらゆる情報を、年齢や障が

いの有無等にかかわらず誰もがスムーズに、確実に得られる環境が不可欠です。広報紙をは

じめとする様々な情報媒体を用いて、わかりやすい情報提供の充実に取り組みます。 

①情報提供の充実 

取組の方向性 

○高齢者や障がい者など、誰にでもわかりやすい情報提供を心掛けるとともに、手話通

訳者や要約筆記奉仕員の派遣をするなど、情報のバリアフリー化を推進します。 

○広報紙やパンフレット、ホームページ、ケーブルテレビ、ＦＭラジオ、公式アプリ、各種

ＳＮＳ等を活用して積極的な情報発信を行うとともに、関係機関や団体等との情報を

共有し、利用する側に立った効果的な情報提供を充実します。 

主な取組 

►意思疎通支援事業 社会福祉課 

►広報事業 情報政策課 

 

  



 

66 

（５）福祉サービスの質的向上 

利用者の立場に立った福祉サービスの提供や介護サービス適正実施指導事業及び福祉サ

ービス第三者評価制度の更なる周知、利用促進等によるサービス提供事業者への支援等に取

り組み、質の向上を図ります。 

①福祉サービス従事者の質の向上 

取組の方向性 

○多様化、複雑化する相談に対し、相談業務等福祉サービスに従事する者が専門性

を発揮し、質の向上を図れるよう、各種研修等の支援や、福祉サービス事業者への

各種研修等の周知を積極的に行います。 

主な取組 ►地域密着型施設事業所実地指導事業 いきいき高齢課 

②福祉サービス事業者との連携の強化 

取組の方向性 

○多様化、複雑化する福祉ニーズに対応するため、福祉サービス事業者との事例の

共有や意見交換をとおし、福祉サービスの質の向上が図れるよう連携を強化しま

す。 

主な取組 

►障がい者相談支援事業 社会福祉課 

►基幹センター運営事業（障がい者） 社会福祉課 

③福祉サービス事業者への支援 

取組の方向性 

○福祉サービス利用者の不満、苦情の解消や利用者の声をサービス事業者に伝える

ため相談員の派遣や、福祉サービス第三者評価制度を設置する等、福祉サービス

の質の向上へつながる制度等を広く周知し、利用促進を図ります。 

主な取組 ►介護サービス適正実施指導事業 いきいき高齢課 
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基本目標２における数値目標 

 

施策 指標名 
基準年次 

（令和２年度） 

目標年次 

（令和８年度） 

（１） 

地域福祉ネットワー

クの構築 

まちなか保健室健康相談実施延べ日数 
258 日 

（令和元年度 617日） 
802 日 

子育て支援センター延べ利用人数 
11,068 人 

（令和元年度 25,280人） 
20,000 人 

（２） 

地域における福祉サ

ービスの充実 

真岡市で子育てをしたいと思う親の割合 97.8％ 98.0％ 

シルバーサロン延利用者数 
3,467 人 

（令和元年度 12,628人） 
10,800 人 

地域健康づくり事業実施区数 
38 区 

（令和元年度 87区） 
130 区 

（３） 

包括的な支援体制

の構築 

児童虐待または児童虐待の疑いがある

お子さんがいる場合、どこに相談・通報

するかわからない保護者の割合（子ど

も・子育て支援事業ニーズ調査） 

※５年に一度の調査のため基準年次は平成 30年度 

就学前児童の保護者 

12.0％ 

就学前児童の保護者 

5.0％ 

小学生の保護者 

11.3％ 

小学生の保護者 

5.0％ 

障がい者相談延べ件数 1,716 件 2,000 件 

生活困窮者自立支援事業（就労支援事

業）就労割合 
13.0％ 15.0％ 

悩みや不安の相談先がわからないという

市民の割合（市民アンケート調査） 
10.2％ 8.0％ 

（４） 

わかりやすい情報提

供の充実 

手話通訳・要約筆記者派遣事業利用件

数 
148 件 170 件 

市政に関する情報を得られていると感じ

ている市民の割合（市民意向調査） 
62.3％ 70.0％ 

（５） 

福祉サービスの質

的向上 

障がい者に関する地域相談支援機関と

のケース共有会議及び情報交換の実施

回数 

15 回 30 回 

障がい者施設サービスの質の向上のた

めの指導件数 
36 件 45 件 

介護サービス訪問事業所数 
13 か所 

（令和元年度 29 か所） 
30 か所 
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基本目標３ 安全で安心して暮らし続けられるまち 

（１）住み続けられる住環境の整備 

高齢者や障がい者、子育て家庭等、誰もが安心して、快適な日常生活を営むとともに、自

らの意志で自由に行動でき、積極的に社会参加できるよう、生活道路や公共施設のバリアフ

リー化やユニバーサルデザインを取り入れたやさしいまちづくりを推進していきます。 

また、高齢化の進行や自動車運転免許証返納に伴い、自分の力だけで移動ができない人が

増加することが予想されるため、高齢者をはじめ、移動に困難を感じる人のニーズに対応し

た交通環境の整備を図るとともに、地域に暮らすすべての人が安心して住み続けられるよう、

居住環境の整備を図ります。 

①バリアフリーのまちづくりの推進 

取組の方向性 

○高齢者や障がい者、子育て家庭等を含むすべての市民が住みやすいまちづくりを目

指し、道路、公共施設等のバリアフリー化やユニバーサルデザインを取り入れた整備

を推進します。 

○地域の要望や市民からの通報、道路パトロール等による修繕箇所について、迅速に

対応し、安全・安心な環境維持に努めます。 

主な取組 

►公共施設等整備事業 関係各課 

►道路整備事業 建設課 

②利用しやすい交通環境の整備 

取組の方向性 

○いちごタクシー（デマンドタクシー）やいちごバス（コミュニティバス）の利用促進を図る

とともに、新たな市内公共交通網の検討や福祉タクシー券の交付等、高齢者や障

がい者の移動支援の充実を図ります。 

○民間事業者と連携を図り、市民のニーズに対応した公共交通利用環境の充実を図

ります。 

主な取組 

►障がい者移動支援事業 社会福祉課 

►福祉タクシー事業 
社会福祉課 

いきいき高齢課 

►公共交通ネットワーク整備事業 総合政策課 

►ユニバーサルデザインタクシー整備事業費補助事業 総合政策課 
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③居住環境の充実 

取組の方向性 

○高齢者、障がい者、低所得者等の住宅確保が必要な人への支援として、県や民間

事業者等と連携し、適切な管理や住まいの安定的な供給に努めます。 

○高齢者や障がい者等の多様なニーズに応じた安心できる住宅の確保を推進しま

す。 

主な取組 

►市営住宅管理事業 建設課 

►住宅セーフティネット構築の推進 建設課 
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（２）安心して暮らせる環境の整備 

台風や地震などの自然災害の発生や感染症の拡大は、すべての地域住民に甚大な被害を及

ぼす可能性があるため、平常時から災害時に対する心構えを周知し、感染症対策への厳重な

対応を図ることで、災害・感染症に対応した強いまちづくりを推進します。 

また、高齢者に対する交通安全の啓発をはじめ、防犯意識の向上や消費生活に関する情報

の周知に取り組み、安心して暮らせる環境づくりを推進します。 

①災害時避難行動要支援者に対する支援 

取組の方向性 

○災害時に支援を必要とする高齢者や障がい者等の避難行動要支援者名簿の更新

を随時実施し、災害時における個別計画の策定を推進します。また、避難行動要支

援者が安全に避難できるよう関係機関と連携を図ります。 

主な取組 ►避難行動要支援者対策事業 社会福祉課 

②地域の防災活動に対する支援 

取組の方向性 

○地域における自主防災活動を行う自主防災組織の育成を行うとともに、災害時にお

ける地域住民の協力体制の確立と意識の高揚を図るため、地域で行う防災避難訓

練を実施します。また、防災に関する周知啓発に努めます。 

主な取組 

►自主防災組織育成事業 くらし安全課 

►防災避難訓練事業 くらし安全課 

③地域の交通安全・防犯・消費生活活動に対する支援 

取組の方向性 

○高齢者や子ども等の市内の交通事故や犯罪被害、消費生活におけるトラブルを防

止するため、地域における交通安全、防犯、消費生活活動に対する支援を行いま

す。 

○警察や学校、関係機関・団体と連携し体制強化を図るとともに、地域の自主的な活

動を支援し、地域ぐるみの見守り活動を推進します。 

主な取組 

►地域づくり事業 くらし安全課 

►交通安全啓発事業 くらし安全課 

 

  



 

71 

④感染症対策の推進 

取組の方向性 

○日常生活や地域福祉の推進にあたり、「新しい生活様式」（１．身体的な距離の確

保、２．マスクの着用、３．手洗いの基本的感染防止対策）の定着や継続した対策が

必要となります。 

○今後も感染防止対策に関する情報提供や周知啓発に努め、感染防止対策を講じ

ながら地域交流活動の見直しや新しい生活様式に基づいた活動を推進します。 

主な取組 ►感染症予防に関する啓発事業 健康増進課 
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（３）市民一人一人の人権の尊重 

認知症高齢者や障がい者等の判断能力が十分でない人等に対応する成年後見制度の利用

促進や障害者差別解消法の普及・啓発に取り組みます。 

また、多様な人権が尊重されるよう男女共同参画等の推進を図るとともに、虐待やＤＶに

関する相談件数の増加や複雑困難なケースに対応するため、関係機関との連携を図った支援

強化に取り組みます。 

①権利擁護事業の普及と啓発 

取組の方向性 

○判断能力が十分でない人等が地域において自立して生活できるよう、成年後見制

度について広く周知するとともに、利用等についての相談窓口を充実します。地域包

括支援センターや民生委員・児童委員と連携し、対象者の把握に努めます。 

○成年後見制度利用促進基本計画を定め、成年後見制度の利用促進に関する施策

の総合的な推進を図ります。 

［真岡市成年後見制度利用促進基本計画］参照 

○障害を理由とする差別の解消のため、行政サービス等における合理的配慮を行うと

ともに、障害者差別解消法についての周知等を図ります。 

主な取組 

►成年後見制度利用支援事業（高齢者・障がい者） 
いきいき高齢課 

社会福祉課課 

►権利擁護事業 いきいき高齢課 

►障害者差別解消法の普及啓発事業 社会福祉課 

 

 

 

真岡市成年後見制度利用促進基本計画 

ア）計画の目的 

成年後見制度とは、認知症、知的障がい、精神障がい等の理由で判断能力が不十分なため、

契約等の法律行為における意思決定が困難な人を後見人等が代理し、必要な契約等の締結や

財産管理を行うなど、本人の保護をする制度です。 

近年、高齢化の進行に伴い、認知症高齢者や単身高齢者等は増加傾向にあり、判断能力が

不十分な人の権利を擁護する成年後見制度の必要性が高まっています。制度の利用促進に関

する施策の総合的な推進を図るため、「真岡市成年後見制度利用促進基本計画」を策定し、

ノーマライゼーション、自己決定権の尊重、本人保護といった基本的な考えのもと、住み慣

れた地域で尊厳をもって安心して暮らすことができる社会の実現を目指します。 
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イ）計画の位置づけ・期間 

本計画は、「成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成28年度法律第29号）」第14

条第１項の当該市町村の区域における成年後見制度の利用促進に関する施策についての基

本的な計画として、位置付けます。 

また、本計画は「真岡市地域福祉計画・地域福祉活動計画（第３期）」と一体の計画とし

て策定することから、計画期間は令和４年度から令和８年度までの５年間とします。 

ウ）真岡市の現状と課題 

○本市の高齢化率は令和２年10月1日現在で27.3％となっており、人口推計をみると、

令和22（2040）年においては、高齢化率は33.3％と、３人に１人が高齢者という人

口構成になることが予測されています。それに伴い、認知症高齢者も増加することが見

込まれます。 

○本市の知的障がい者と精神障がい者は、平成29年から令和２年にかけて、いずれも増加

傾向にあります。 

○市民アンケート調査における成年後見制度の認知度は、「知らない」が38.7％、「聞い

たことはあるが、内容はよくわからない」が31.4％と、約７割が制度について知らない、

わからないという結果になっています。 

○市民アンケート調査における成年後見制度が必要になった場合の利用意向は、「わから

ない」が62.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高齢者や障がい者を取り巻く現状から、今後も成年後見制度の必要性が高まることが見

込まれますが、制度の周知が進んでいないのが現状となっています。 

今後は、制度の周知及び権利擁護の重要性について普及啓発を図るとともに、制度の正

しい理解を広め、必要に応じた制度の利用を促進することが必要となります。また、適切

な支援を提供するため、相談・対応体制の整備と利用しやすい環境整備が求められていま

す。 
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エ）今後の方策 

■地域連携ネットワークの構築 

後見人等と地域の関係者等が協力して日常的に本人を見守る「チーム」による支援体制

の整備を図るとともに、地域の専門職団体や関係機関との連携強化策などの地域課題の検

討・調整を行う「成年後見制度利用促進協議会」を活用し、成年後見制度の利用促進を目

的とした「地域連携ネットワーク」の構築を進めます。 

 

【地域連携ネットワークの役割】 

・権利擁護支援の必要な人の発見、支援 

・早期の段階から相談、対応体制の整備 

・意思決定支援、身上保護を重視した成年後見制度利用の運用に資する支援体制の構築 

 

【地域連携ネットワークのイメージ】 

 

 

■成年後見サポートセンターの取り組み 

「成年後見制度利用促進協議会」の事務局としての役割を担い、「地域連携ネットワー

ク」において関係機関とのコーディネートを行う「成年後見サポートセンター」の機能強

化を図り、地域の様々な団体等と連携し、成年後見制度の利用促進に取り組みます。 

  

差し替え予定 
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■成年後見サポートセンターの機能 

広報機能 
成年後見制度について、パンフレット作成・配布、研修会の開催など普及啓

発を積極的に行います。 

相談機能 
相談体制を強化し、多方面からの多様な相談を受けます。 

相談者のニーズを見極め、必要な支援につなげます。 

成年後見制度 

利用促進機能 

成年後見の申し立てに関わる支援や適正な候補者の選任を行います。 

①受任者調整（マッチング）等の支援 

②日常生活自立支援事業等関連制度からのスムーズな移行 

後見人支援機能 後見人等の活動を支援します。 

 

 

 

 

 

②男女共同参画の推進 

取組の方向性 

○男女が共にあらゆる分野の地域活動に参加することができるよう、男女共同参画に

ついての情報紙の発行や地域座談会、講演会、セミナー等を実施し、普及・啓発を

図ります。 

主な取組 ►男女共同参画社会づくり事業 市民協働推進室 

③虐待、ＤＶの防止 

取組の方向性 

○虐待やＤＶ防止に向けた啓発活動を充実するとともに、児童、高齢者、障がい者の

虐待防止に向けた相談体制と関係機関との連携を強化し、早期発見、早期対応が

できる体制整備を図ります。 

○虐待やＤＶの被害者のためのサポートとして、心のケアや自立支援を図るとともに、

虐待やＤＶを行った者が抱える課題の解決に向けた支援を実施します。 

主な取組 

►乳児家庭全戸訪問事業 こども家庭課 

►要保護児童等対策事業 こども家庭課 

►婦人相談事業（ＤＶ相談を含む） こども家庭課 

►虐待防止対策事業（児童・高齢者・障がい者） 

こども家庭課 

いきいき高齢課 

社会福祉課 
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基本目標３における数値目標 

 

施策 指標名 
基準年次 

（令和２年度） 

目標年次 

（令和８年度） 

（１） 

住み続けられる住環

境の整備 

障がい者福祉タクシー券利用率 35.1％ 40.0％ 

公共交通が利用しやすいと感じている市

民の割合（市民意向調査） 
32.5％ 45.0％ 

（２） 

安心して暮らせる環

境の整備 

避難行動要支援者の災害時における支

援の要・不要に関する回答割合 
57.9％ 80.0％ 

防災避難訓練の実施回数 
0 回 

（令和元年度 1回） 
３回 

交通安全教室の開催数 
86 回 

（令和元年度 168回） 
200 回 

（３） 

市民一人一人の人

権の尊重 

成年後見制度を知っている市民の割合

（市民アンケート調査） 
27.4％ 35.0％ 

成年後見制度利用による相談件数 

高齢者 

17 件 

高齢者 

152 件 

障がい者 

2 件 

障がい者 

6 件 

男女の固定的役割分担意識が解消さ

れていると感じている市民の割合 

（市民意向調査） 

52.1％ 60.0％ 
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第３部  地域福祉活動計画 
 

  



 

78 

基本目標１ 共に助け合い、支え合うまち 

（１）支え合いのコミュニティづくり 

近所付合いの希薄化や自治会等の活動への参加が十分ではない状況がみられているため、

感染症拡大防止の観点も含め、地域との関わり方やコミュニティのあり方に留意しながら、

市民同士が身近な地域で気軽に集える交流の場づくりを支援します。 

また、多様な主体の参画による定期的な協議の場として、地域住民を主体とした協議体の

設置を推進します。 

①地域の連携体制の強化 

取組の方向性 

○地域の関係者、医療関係者、介護関係者、行政職員、社会福祉協議会職員等がと

もに協議できる場を設置し、地域課題の解決に向けた関係者の連携体制の強化を

図ります。 

主な取組 ►生活支援体制整備事業 

②支え合いとふれあいの場づくりの推進 

取組の方向性 
○市民同士が気軽に集える地域の交流の場“サロンづくり”が様々な地区で行われ、

地域の支え合いの力が高まるよう、更なる推進を図ります。 

主な取組 ►ふれあい・いきいきサロン事業 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○あいさつ、声掛けに加えて、ちょっとした会話をする「あいさつ＋１」を実践すること。 

○買い物や登下校時等、日常にある機会を利用し、様々な年代による相互の見守りを実施

すること。 

○地域の行事に積極的に参加すること。 

○隣近所で支援が必要な人の情報を共有すること。 
 

 事業所として 
 

○福祉施設は地域拠点の一つであるとの意識を持つこと。 

○福祉施設（職員、利用者）は地域の行事に積極的に参加すること。 
 

 地域として 
 

○自治会等の活動内容の充実や周知による会員の増加に努めること。 

○地域の助け合いや支え合いの方法等について話し合い、実践すること。 

○民生委員・児童委員や地域福祉推進員、社会福祉協議会等の関係機関や団体、行政との

連携を深めること。  
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（２）福祉意識の向上のための取組 

近所付き合いの希薄化や地域活動への参加者の減少傾向がみられることから、学校や保育

所、福祉施設等と連携し、福祉教育の充実を図るとともに、ボランティアの派遣等により、

地域活動の活性化を図ります。 

①福祉教育の充実 

取組の方向性 

○思いやりの心や支え合いの意識を醸成するため、学校や保育所等と連携し、福祉教

育の充実を図ります。また、福祉施設でのボランティア活動や障がい者との交流の

場を提供し、福祉への理解と意欲を高めます。 

主な取組 

►福祉教育推進事業：小学生（ふれあい体験講座等） 

►福祉教育推進事業：中高生（ボランティアスクール等） 

►おじいちゃん保父事業 

②地域の福祉活動への支援 

取組の方向性 

○ボランティア派遣等、地域の福祉活動の支援を行い、その活性化を図ります。 

○地域のニーズに合ったボランティアの派遣を行うため、地域や関係団体等と連携し、

更なるニーズの把握を行います。 

主な取組 ►ボランティア派遣事業 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○まずは家庭内、そして近所へと関心を広げていくこと。 

○地域や行政等が開催する福祉学習の機会に積極的に参加すること。 

○広報紙等に掲載されている地域活動に目を向けること。 
 

 団体等として 
 

○地域福祉活動の周知について、積極的に活動内容を発信すること。 

○学校や福祉の現場と連携し、福祉教育の充実を図ること。 
 

 事業所として 
 

○施設見学や地域交流スペースの貸出等、地域とのかかわりを大切にすること。 
 

 地域として 
 

○地域の課題や困りごと等について、住民が話し合える機会を作ること。 
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（３）福祉活動を担う人材の育成 

ボランティア参加のきっかけづくりや情報発信等によるボランティア活動の活性化を図

るため、ボランティア養成講座の充実をはじめ、ボランティアセンター機能の充実や地域福

祉を展開する人材の確保に取り組みます。また、広く担い手を確保するため、個人や自治会、

老人クラブのほか、社会福祉法人や企業等にも働きかけを行います。 

①ボランティア養成講座の開催 

取組の方向性 
○地域における多様なニーズに対応するため、ボランティア養成講座を開催します。ま

た、講習会修了者を実践活動に結び付けられるよう支援します。 

主な取組 

►傾聴ボランティア養成事業 

►手話ボランティア養成事業 

►点字ボランティア養成事業 

►音訳ボランティア養成事業 

②ボランティアセンター機能の充実 

取組の方向性 

○市内のボランティア活動の普及推進を図るため、ボランティア活動を行おうとする個

人及び団体の登録を推進します。また、ボランティア団体が自主的に活動できるよう

様々な支援を行うとともに、ボランティア活動に関する相談に応じます。 

○地域の生活課題に密着した小地域での福祉活動等、幅広い分野で行われているボ

ランティア・市民活動を活性化するため、ボランティアセンターの連携、連絡・調整

機能を更に強化します。 

主な取組 

►ボランティア登録事業 

►ボランティア団体支援事業 

►ボランティアセンター情報共有事業 

③地域福祉を展開する人材の確保 

取組の方向性 
○地域住民と社会福祉協議会をつなぎ、地域の実情に合わせた福祉活動を展開す

る人材の育成と全区への設置を図ります。 

主な取組 ►地域福祉推進員事業 
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◆私たちにできること 

 市民として 
 

○地域活動やボランティア活動に関心を持ち、理解を深めること。 

○ボランティアの養成講座や活動に積極的に参加すること。 
 

 団体等として 
 

○地域の市民誰もが参加しやすい活動を目指すこと。 

○興味や関心事に合わせた活動に参加できるよう情報発信をすること。 
 

 事業所として 
 

○職員が持つ専門性を活かし、地域や学校で実施する福祉教育に積極的に協力すること。 

○ボランティアを積極的に受け入れること。 
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基本目標１における数値目標 

 

施策 指標名 
基準年次 

（令和２年度） 

目標年次 

（令和８年度） 

（１） 

支え合いのコミュニ

ティづくり 

第２層協議体※設置数 4 か所 7 か所 

ふれあい・いきいきサロン設置数 57 か所 60 か所 

（２） 

福祉意識の向上の

ための取組 

小学生を対象とした講座参加者数 
未実施 

（令和元年度 13人） 
15 人 

中高生を対象とした講座参加者数 
未実施 

（令和元年度 28人） 
30 人 

ボランティア派遣件数 
26 件 

（令和元年度 120件） 
130 件 

（３） 

福祉活動を担う人

材の育成 

傾聴ボランティア養成講座参加者数 
3 人 

（令和元年度 6人） 
10 人 

手話ボランティア養成講座参加者数 
未実施 

（令和元年度 13人） 
20 人 

点字ボランティア養成講座参加者数 
3 人 

（令和元年度 5人） 
10 人 

音訳ボランティア養成講座参加者数 

（隔年開催） 

－ 

（令和元年度 2人） 
10 人 

社会福祉協議会登録ボランティア団体

数 
19 団体 20 団体 

地域福祉推進員設置区数 71 区 133 区 

※第２層協議体とは、地区ごとに設置される協議体であり、地区内の課題の発掘と解決に向けた取組を

推進しています。地区は日常生活圏域（５圏域）を基準とし、そのうちの二宮圏域に関しては、久下田

地区、長沼地区、物部地区のそれぞれに協議体を設置することとなっています。なお、地区ごとを対象

とした第２層協議体に対し、市全域を対象とした第１層協議体があります。 
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基本目標２ 充実した福祉サービスのあるまち 

（１）地域福祉ネットワークの構築 

地域における多様な福祉課題に対応するためには、地域における支え合いの活動の展開と

その実施主体の連携を強化する必要があります。そのため、地域福祉活動の実施主体の交流

の場を設け、連携の強化を図ります。 

①地区社会福祉協議会の機能充実 

取組の方向性 
○より身近できめ細かな地域福祉活動が展開できるよう、地区社会福祉協議会の機

能の強化及び地区社会福祉協議会間の連携の強化を図ります。 

主な取組 ►地区社会福祉協議会支援事業 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○「孤立しない」、「孤立させない」ために、無理のない範囲で、お互いに見守り合うこと。 

○地域づくり事業やふれあい・いきいきサロン事業、老人クラブ活動等の地域活動に積極

的に参加し、住民同士のネットワークづくりに努めること。 
 

 団体等として 
 

○地区社会福祉協議会等の活動を強化し、地区を範囲としたネットワークづくりに努める

こと。 
 

 事業所として 
 

○地域活動に対して場所の提供や事業所として参加する等、地域活動に参加・協力するこ

と。 
 

 地域として 
 

○地域の取組や活動等を住民に向けて積極的に周知すること。 

 

  



 

84 

（２）地域における福祉サービスの充実 

社会福祉協議会の今後充実してほしい活動・支援として、老人給食サービス事業等の在宅

福祉サービスや、住民による見守りや支え合い活動への支援等、日常生活における支援の充

実が求められています。住み慣れた地域で自分らしく安心した生活が送れるよう、見守り活

動の充実や障がい者への支援や当事者団体への支援、生活困窮者の自立に向けた支援の充実

を図ります。 

①見守り活動の充実 

取組の方向性 

○安否確認や社会的孤立感の解消、自立生活の援助等の充実を図るため、地域の

見守り拠点との連携強化とともに、地域において支援が必要な人の見守り活動を推

進します。 

主な取組 ►老人給食サービス事業 

②生きがいづくりやふれあい活動の推進 

取組の方向性 

○家に閉じこもりがちな一人暮らし高齢者等が地域で生きがいをもって生活できるよ

う、気軽に集える場の提供や当事者団体への支援の充実を図ります。また、参加者

の増加や活動の活性化に向けた取組を実施し、高齢者等への支援を推進します。 

主な取組 ►真岡市老人クラブ連合会支援事業 

③要支援者への日常的な支援の充実 

取組の方向性 

○障がい者等要支援者の自立と社会参加を支援するサービスの提供や当事者団体

への支援を充実します。また、多様なニーズに対応するため、関係機関との連携強

化を図ります。 

主な取組 

►真岡市こども発達支援センターひまわり園（児童発達支援事業）運営事業 

►真岡市こども発達支援センターひまわり園（放課後等デイサービス事業）運営事業 

►就労継続支援真岡さくら作業所運営事業 

►地域活動支援センター運営事業 

►さくら作業所・地域活動支援センター合同収穫祭開催事業 

►真岡市肢体不自由児者父母の会支援事業 

►真岡市身体障害者福祉会支援事業 

►真岡市母子寡婦福祉会支援事業 

►真岡市知的障がい者育成会支援事業 
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④低所得世帯への支援の充実 

取組の方向性 
○低所得世帯が住み慣れた地域で、自立し安心して暮らすことができるよう、各種事

業の充実を図ります。 

主な取組 

►愛の基金交付事業 

►緊急食料等給付事業 

►歳末たすけあい募金配分事業 

►社会福祉金庫貸付事業 

►生活福祉資金等貸付事業 

►善意銀行運営事業 

►自立相談支援事業 

►家計改善支援事業 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○市や社会福祉協議会、地域にある福祉施設の取組等に関心を持つこと。 
 

 団体等として 
 

○市や社会福祉協議会の保健や福祉の計画、地域の課題について話し合い、地域で必要な

サービス（インフォーマルサービス等）の創出に取り組むこと。 
 

 事業所として 
 

○専門知識を持つ機関として、地域に開かれた事業所となるような取組も行うこと。 

※インフォーマルサービスとは、家族や隣近所などの地域住民同士、友人・知人、地域のボランティア団体等が行う

非公的な援助のことで、制度的に位置付けられた公的な支援（サービス）であるフォーマルサービスとの対比の意

味で使用されます。 
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（３）包括的な支援体制の構築 

社会福祉協議会の今後充実してほしい活動・支援として、気軽に相談できる福祉総合相談

の充実を求める声が最も多くなっています。多様化する相談に対応できるよう各種相談支援

の充実を図るとともに、必要な支援へとつなげられるよう関係機関等との連携を強化します。

また、複雑化・複合化した支援ニーズにも対応できるよう、市が目指す包括的な支援体制を

踏まえつつ、地域課題の解決力強化に努めます。 

①各種相談支援の充実 

取組の方向性 

○気軽に相談できる相談窓口と専門性を持った相談窓口を設置し、多様化している

相談に対する体制の強化を図ります。また、専門的な支援が求められる場合には、

適切な機関へつなぐ等、様々なケースに対応できるよう支援体制の充実を図りま

す。 

主な取組 

►相談支援事業所ひまわり（指定特定相談支援事業、指定障害児相談支援事業）運営事業 

►心配ごと相談事業 

►無料法律相談事業 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○何か困ったことがある時は、ひとりで悩まずに、周りの人等に相談すること。 

○地域の民生委員・児童委員や介護相談員等の専門員、行政等の相談窓口を把握すること。 

○早期発見、早期対応に努め、必要に応じて、行政や民生委員・児童委員、地域福祉推進

員等につなぐこと。 
 

 団体等として 
 

○当事者団体においては、会員相互の助け合いを推進する機能と適切な機関につなぐため

の取組を推進すること。 
 

 事業所として 
 

○提供しているサービス以外の相談も受け止め、適切な機関につなげられるよう事業所間

や法人間の連携に努めること。 
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（４）わかりやすい情報提供の充実 

社会福祉協議会の今後充実してほしい活動・支援として、福祉サービスに関する情報発信

の充実が求められています。また、福祉サービスを安心して利用するためには、わかりやす

い情報提供が求められているため、地域福祉の広報・啓発活動の充実を図るとともに、誰に

でもわかりやすい情報の提供を行います。 

①地域福祉の広報・啓発活動の充実 

取組の方向性 

○広報・啓発事業を充実させ、地域住民が求める情報の提供に加え各種事業や地域

福祉活動の周知を行い、市民の福祉意識の向上と具体的活動へ参加の促進を図

ります。 

主な取組 
►広報事業（ホームページ、広報紙「社協だより」発行） 

►啓発事業（真岡市社会福祉大会） 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○行政や社会福祉協議会、地域から発行される情報紙やＳＮＳに目を通すこと。 

○家族や近所の人と情報を共有すること。 
 

 事業所として 
 

○専門用語をさける等、利用者にとってわかりやすい情報の発信をすること。 
 

 地域として 
 

○掲示板等を有効活用し、積極的な情報発信をすること。 
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（５）福祉サービスの質的向上 

地域福祉推進のための財源の確保等、運営基盤の強化に取り組み、地域住民の要望等を取

り入れた質の高い活動を目指します。 

①運営基盤の強化 

取組の方向性 

○地区社会福祉協議会や社会福祉法人等による地域活動、ボランティア団体の活動

を推進するために財源確保等の運営基盤の強化に取り組みます。また、社会福祉

協議会会員の拡大や赤い羽根共同募金等の取組をとおして、地域活動に対する関

心を高め、地域のニーズを反映した質の高いサービスの提供を図ります。 

主な取組 

►わたのみ基金運営事業 

►社会福祉協議会会員の拡大 

►赤い羽根共同募金事業 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○福祉サービスや制度に興味を持ち、内容の理解を深めること。 

○社会福祉協議会会員会費や赤い羽根共同募金等に協力するとともに、その使われ方にも

関心を持つこと。 
 

 事業所として 
 

○職員の資質や専門性の向上に努めること。 

○県や市、社会福祉協議会で実施する各種研修会等へ積極的に参加すること。 

○利用者の声の把握・集積に努め、より良いサービス提供体制を構築すること。 
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基本目標２における数値目標 

 

施策 指標名 
基準年次 

（令和２年度） 

目標年次 

（令和８年度） 
（１） 
地域福祉ネットワー
クの構築 

地区社会福祉協議会情報交換会等実
施回数 

0 回 2 回 

（２） 
地域における福祉サ
ービスの充実 

老人給食受給登録者数 175 人 180 人 

ひまわり園（児童発達支援事業）稼働率 64.0％ 70.0％ 

ひまわり園（放課後等デイサービス事業）
稼働率 

62.0％ 70.0％ 

真岡さくら作業所稼働率 62.0％ 70.0％ 

地域活動支援センター契約者数 15 人 18 人 

さくら作業所・地域活動支援センター合
同収穫祭参加者数 

未実施 
（令和元年度 10人） 

10 人 

歳末たすけあい募金配分金額 6,171,087 円 6,200,000 円 

社会福祉金庫貸付件数 23 件 30 件 

生活福祉資金貸付件数 
（※コロナ特例貸付件数） 

1 件 
（※2,389件） 

5 件 

善意銀行配分件数 124 件 100 件 

自立相談支援事業新規相談件数 93 件 120 件 

自立相談支援事業プラン作成件数 44 件 50 件 

家計改善支援事業プラン作成件数 
（令和２年度より実施） 

5 件 10 件 

（３） 
包括的な支援体制
の構築 

相談支援事業ひまわり契約者数 208 人 210 人 

心配ごと相談所相談件数 36 件 50 件 

無料法律相談相談件数 132 件 120 件 

（４） 
わかりやすい情報提
供の充実 

ホームページ新着情報発信件数 109 件 125 件 

社協だより配布部数 29,653 部 30,000 部 

社会福祉大会参加者数 
115 人 

（令和元年度 205人） 
275 人 

（５） 
福祉サービスの質
的向上 

わたのみ基金寄附及び運用益 3,575,857 円 5,000,000 円 

社会福祉協議会会費総額 9,258,100 円 10,000,000 円 

赤い羽根共同募金総額 9,481,421 円 10,000,000 円 
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基本目標３ 安全で安心して暮らし続けられるまち 

（１）住み続けられる住環境の整備 

在宅福祉の支援や地域広場の利用促進に取り組み、高齢者・障がい者・子どもなどすべて

の人が住み慣れた地域で安心して住み続けられる住環境づくりを推進します。 

①在宅福祉の支援 

取組の方向性 ○各種貸出事業を充実し、障がい者等の積極的な社会参加を支援します。 

主な取組 ►福祉車両及び車いす等貸出事業 

②地域広場の利用促進 

取組の方向性 
○地域の広場等が快適に利用できるよう、また、利用促進を図るための環境整備に努

めます。 

主な取組 ►ベンチ設置事業 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○地域の環境美化運動に積極的に参加すること。 

○地域で困っている人がいたら、声をかけてみること。 
 

 事業所として 
 

○会議室等を地域に開放し、地域の拠点として機能するよう努めること。 
 

 地域として 
 

○困りごと等について、相談しやすい環境づくりに努めること。 

○地域の交通環境や既存の公共施設等、危険な箇所について把握し、市等への情報提供や

地域で可能な改善策に取り組むこと。 

○地域の環境美化活動を活性化すること。 

 

  



 

91 

（２）安心して暮らせる環境の整備 

災害発生時に迅速な支援行動がとれるよう、平常時から災害ボランティアセンター運営訓

練の実施や関係機関との連携体制の強化を図るとともに、個人や家庭、地域、企業、各種団

体等の様々な主体の協力が得られるように体制の整備を推進します。 

①災害時における連携体制の強化 

取組の方向性 
○災害時に円滑な支援ができるよう関係機関との連携体制を整えます。 

○災害時における近隣市町村社会福祉協議会との連携体制を確保します。 

主な取組 ►真岡市災害ボランティア支援委員会運営事業 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○日頃から防災・防犯の視点を持ち地域に目を向け、防災訓練等に参加すること。 
 

 事業所として 
 

○福祉避難所への協力等、事業所の持つ機能や職員の専門知識を活用すること。 
 

 地域として 
 

○様々な災害を想定して、定期的に避難訓練を実施すること。 

○地域住民が安心して使用できるよう、公園等の施設の整備に取り組むこと。 

○地域の見守りや声かけ活動等、地域ぐるみでの活動を強化すること。 
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（３）市民一人一人の人権の尊重 

市民誰もが、本人の意思及び人格を尊重された中で、安心した生活が送れるよう権利擁護

事業を推進します。 

①権利擁護事業の推進 

取組の方向性 

○認知症高齢者等の判断能力が不十分な人等が安心した生活が送れるよう、権利

擁護事業の推進を図ります。 

○成年後見制度を的確に利用できるよう支援を行い、利用促進を図ります。 

主な取組 

►日常生活自立支援事業 

►法人後見事業 

►成年後見サポートセンター事業 

 

◆私たちにできること 

 市民として 
 

○相手へのおもいやりをもって、お互いの人権を尊重すること。 

○認知症をテーマとした講座や成年後見制度の研修に参加する等、人権に関する知識の向

上に努めること。 
 

 事業所として 
 

○利用者及び地域住民を対象とした講座を開催する等、制度理解を推進すること。 
 

 地域として 
 

○権利擁護や成年後見制度等が必要な人の情報を関係機関等に提供すること。 

○虐待防止等、地域の見守り活動を強化すること。 
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基本目標３における数値目標 

 

施策 指標名 
基準年次 

（令和２年度） 

目標年次 

（令和８年度） 

（１） 

住み続けられる住環

境の整備 

福祉車両貸出件数 
182 件 

（令和元年度 236件） 
250 件 

車いす貸出件数 
50 件 

（令和元年度 91件） 
110 件 

赤い羽根ベンチ配布件数 9 件 15 件 

（２） 

安心して暮らせる環

境の整備 

災害対応訓練実施回数 1 回 1 回 

（３） 

市民一人一人の人

権の尊重 

日常生活自立支援事業新規契約者数 
20 人 

＊1 

8 人 

＊2 

法人後見新規受任件数 3 件 3 件 

成年後見サポートセンター相談件数 

（令和３年４月開所） 
－ 126 件 

＊１：令和２年度までは、真岡市及び益子町、茂木町、市貝町、芳賀町が事業の対象地域であり、その

うち真岡市の契約者は６人となります。 

＊２：真岡市のみが対象地域となります。 
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第４部  計画の推進 
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第１章 計画の推進及び連携体制 

地域における生活課題や福祉に対するニーズが増大・多様化する一方で、少子高齢化に代

表されるような地域社会の変容や社会福祉費の増大、これから起こりうる新たな社会問題等、

福祉行政が抱える課題をどのように地域で解決できるかが重要になっています。 

また、個人が人としての尊厳をもって、家庭や地域の中で障がいの有無や年齢にかかわら

ず、その人らしい安心のある生活が送れる社会を実現するため、市民や自治会等の地域、社

会福祉協議会等の関係機関・団体、行政等がそれぞれ担う役割を明らかにし、相互の連携や

協働により本計画を推進します。 

 

【計画の推進と連携体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市 民 

・地域社会の一員であることを自覚し、地

域福祉に対する意識を高めましょう。 

・地域福祉活動の担い手として積極的に

地域活動に参加しましょう。 

地 域 

・地域の現状や課題について、話し合い、

互いに支え合う地域を作りましょう。 

行 政 

・市民や関係機関等の役割を踏まえなが

ら相互に連携や協力を図ります。 

・様々な生活課題を抱える人を包括的に

支援していくため、福祉・保健・医療部

局をはじめ、庁内の様々な部局横断的

な連携により、総合的に地域福祉施策

を推進していきます。 

社会福祉協議会等関係機関・団体 

・地域福祉活動の中心的な担い手として、

相互に連携を図りながら、大圏域の施

策の展開や中・小圏域の地域福祉活動

を支援していきます。 

計画の推進と連携 
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第２章 計画の周知 

本計画は、地区社会福祉協議会等の関係機関へ配布するとともに、概要版を全世帯に配布

します。また、市及び社会福祉協議会のホームページ等に掲載し、幅広く周知活動を行いま

す。 

 

 

 

第３章 計画の点検・評価機関の組織化と進行管理 

本計画の効果的な展開を図るため、市や社会福祉協議会だけではなく市民の代表や関係機

関の代表で構成する組織を立ち上げ、評価を行います。 

市においては、「真岡市地域福祉計画策定委員会」、社会福祉協議会においては「真岡市

地域福祉活動計画策定委員会」を設置し、市民の参画による点検・評価を実施します。また、

計画の推進に関わる事業について、内部点検・評価を実施します。 

計画の進行管理については、ＰＤＣＡサイクルを活用し、各種施策の効果や改善点を明ら

かにし、今後の施策の充実を図ります。 

 

【ＰＤＣＡサイクルのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●計画（Plan） 

真岡市地域福祉計画・地域福祉活動計画を策定する。 

●実行（Do） 

市民、自治会、地区社

会福祉協議会、市、社

会福祉協議会等が取

り組む。 

●改善（Action） 

必要に応じ、本計画の 

見直しを行う。 

計画（Plan） 

実行（Do） 改善（Action） 

評価（Check） 

●評価（Check） 

各種施策の点検・評価を行う。 


